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+工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

第 ６ 章 管体の構造計算 

 

 

 

6.1荷重条件 

6.1.1単位重量 

 

 

 

6.1.2荷重 

(1)自動車荷重 

 

(2)群衆荷重 

 

(3)管体自重及び管内水重 

 

 

(4)その他の荷重 

 

 

6.1.3土被り 

 

 

6.1.4荷重の組み合わせ 

 

 

 

 

 

・埋戻土の内部摩擦角、単位体積重量を記述する。 

 

 

 

構造設計にあたって、必要な荷重について記述する。 

・荷重の大きさ、衝撃係数等の条件を記述する。 

 

・荷重の種類、配置等の条件を記述する。 

 

・管種、口径、管厚等の条件を記述する。 

 

 

・軌道、雪、宅地、盛り土などについて記述する。 

 

 

 

 

 

施工時、完成時について、上記各条件の組み合わせ条件を記述

する。 

 

 

 

第 ６ 章 管体の構造計算 

（例）  第５章までに決定した管種管径および埋設深に基づいて荷重の条件を決定し、続いて管体の横断方向の構造

計算を行う。検討内容は耐圧強さ、移動、変形である。本章では主に管厚等の既製管の規格を決定する。ま

た、スラスト、地震に対する検討を行い、基準を満たさない場合には各々対応策を検討する。 

6.1荷重条件 

6.1.1単位重量 

（例）   管頂上の埋戻土は発生土流用とし、管基礎の埋戻土は良質土(ＳＦ相当)として次の値とする。 

埋戻土の内部摩擦角     φ=○○゜ 

埋戻土の単位体積重量    w=○○kN/m3(湿潤重量) 

6.1.2載荷重 

(1)自動車荷重 

（例）   常 時 T – ○○ 

(2)群衆荷重 

（例）   自動車荷重を考慮するため、群集荷重は考慮しない。 

(3)管体自重及び管内水重 

（例）   FRPM管のため管体自重については考慮しない。 

   Ｒ(管厚中心半径) ○○○㎝    φ○○○○  管厚 ○.○㎝ 

(4)その他の荷重 

（例）   除雪を行うことを前提に雪荷重 ○kN/m3を考慮する。 

 

6.1.3土被り 

（例）   H = ○.○○m ～ ○.○○m  

 

6.1.4荷重の組み合わせ 

（例）                 表-○.○ 荷重の組み合せ一覧表 

口径 管種 荷重 土被り(m) 摘要 

φ2600 FRPM T-○○ 2.00～4.00 素掘りと矢板断面 

φ2400 〃 T-○○ 2.00～4.00 〃 

φ2600 SP(STW400) T-○○ 2.00～4.OO 素掘り断面 

φ2400 〃 T-○○ 1.80～4.00 〃 

〃 SP(SM490) T-○○ 1.80～4.00 〃 

φ2200 SP(STW400) T-○○ 1.60～3.60 〃 
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+工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

6.2横断方向の検討 

6.2.1区間別設計条件の組み 

合わせ 

(1)土圧公式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 区間別設計条件の組み合

わせ 

 

設計水圧、荷重等を各測点毎に一覧表等で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.2横断方向の検討 

6.2.1区間別設計条件の組み合わせ 

 

   (1)土圧公式 

（例） 管体構造計算で使用する土圧公式は、鉛直土圧・水平土圧で使用する公式が異なる。鉛直土圧は、本管路の掘削方法

がたて込み簡易土留による矢板施工となることから、設計基準『パイプライン』P○○に準じて垂直土圧公式を使用す

る。水平土圧についても設計基準『パイプライン』P○○に準じてスパングラー公式を使用する。 

 

・管体構造計算で使用する土圧公式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)溝形           (b)突出形            (c)矢板施工 

 

(2) 区間別設計条件の組み合わせ 

県道区間           村道区間 

設 計 水 圧   ○.○○ ～ ○.○○ MPa        ○.○○ ～ ○.○○ MPa    

荷       重          T-○○                         T-○○              

埋設パターン 

設計支持角         2θ = ○○ﾟ              2θ = ○○ﾟ      

変形遅れ係数      F1 = ○.○                F1 = ○.○    

反 力 係 数   e’
 = ○○○○ kN/m2         e’

0 = ○○○○ kN/m2   
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+工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

6.2.2 横方向地盤反力係数 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 現地盤、施工方法、基礎 

材による基準反力係数 

 

 6.2.2 横方向地盤反力係数 

（例）   基礎材の反力係数は設計基準『パイプライン』P○○に準じて下式により算定する。 

 

     e'=e'o・αa・αb・αw 

 

     ここに、 e' ：基礎材の反力係数(kN/m2) 

               e'o：現地盤、施工方法、基礎材による基準反力係数(kN/m2) 

        αa：溝幅による補正係数（現地盤が岩盤の場合は補正しない） 

             αa=｛1+0.1×(Bc-Bs)｝≦1.2 

                        Bc：設計の管心レベルの溝幅(m) 下図参照 

                        Bs：標準溝幅(m)  

        αb：基礎材の締固め度合いによる補正係数 

        αw：地下水位の影響による補正係数 

          αw=(Pr-45)/50 

                        Pr：基礎材の締固め度≦95％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○  設計の管心レベルの溝幅 

 

(1) 現地盤、施工方法、基礎材による基準反力係数 

（例）  現地盤、施工方法、基礎材による基準反力係数：e'o 

本管路は矢板施工で、基礎材料が礫質土、現地盤が砂質土となることから 

設計基準『パイプライン』P○○ 表-○.○ ○○○○に準じて以下のように決定する。 

 

    ○○道区間   ○,○○○ kN/m2 

    ○○道区間   ○,○○○ kN/m2 
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項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(2)溝幅による補正係数 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)基礎材の締固め度合いに 

よる補正係数 

 

 

 

 

 

(4)地下水の影響による補正 

係数 

 

 

 

 

 

 

 

(5)基礎材の反力係数 

 

 

 

 

 

 

 (2)溝幅による補正係数 

（例）    溝幅による補正係数：αa 

       本管路の呼び径は、○○mm であるから、（設計基準「パイプライン」）に準じて以下のように決定する。 

     Bs=○.○○  （設計基準『パイプライン』P○○ 表-○.○ ○○○○） 

    Bc=○.○○  （設計基準『パイプライン』P○○ 表-○.○ ○○○○） 

 

    したがって、 

         αa=｛1+0.1×(○.○○-○.○○)｝= ○.○         ≦ 1.2    ＯＫ 

 

    よって、○○道区間、○○道区間共αa＝○.○とする。 

 

 (3)基礎材の締固め度合いによる補正係数 

（例）     基礎材の締固め度合いによる補正係数：αb 

 本管路の基礎材の締固め度は、タンパによる十分な締固めができるため締固め○とし、設計基準『パイプライ

ン』P○○に準じて以下のように決定する。 

○○道区間 αb=○.○○ （設計基準『パイプライン』P○○ 表-○.○ ○○○○） 

○○道区間 αb=○.○○ （設計基準『パイプライン』P○○ 表-○.○ ○○○○） 

 

 (4)地下水の影響による補正係数 

 （例）     地下水の影響による補正係数：αw 

    基礎材の締固めの程度は、締固め○とし、設計基準『パイプライン』P○○に準じて以下のように決定する。 

        基礎材の締固め度 Pr=○○％ 

      したがって、 

          αw=(○○-45)/50=○.○ 

 

    よって、○○道区間、○○道区間共αw=○.○とする。 

 

 (5)基礎材の反力係数 

（例）      基礎材の反力係数：e' 

    以上の結果から基礎材の反力係数を求めると以下のようになる。 

 

    ○○道区間  ∴e'=○○×○.○×○.○×○.○=○○(kN/m2) 

    ○○道区間  ∴e'=○○×○.○×○.○×○.○=○○(kN/m2) 
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6.2.3モーメント､応力度、許 

容水圧及び撓み率の計算 

 

 

 

a)許容以内に収まる計算と１ランク下の規格を用いた場合の計

算とを添付する。 

b)計算結果は一覧表や図表等で表示する。 

 

 

 

 

6.2.3モーメント､応力度、許容水圧及び撓み率の計算 

（例）  前述の設計条件をもとに管体の構造計算は設計基準『パイプライン』P○○ 9.管路の構造設計に準じて行う。 

     ダクタイル鋳鉄管の DB種および DD種について構造計算を行った結果、次表の通りとなった。 

（構造計算の詳細は添付資料 P○○に示す。） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管体構造計算結果一覧表（県道下埋設区間） 変形遅れ係数＝1.0 とう性管

　管　　　 種

　規　　　 格

　呼　び　径 (mm)

　埋設パターン

　土　被　り h (cm) 120 130 140 150 160 170 180 190 200 210

　管頂溝幅 b (cm)

　土の単位重量 W (kN/m
3
) 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

　内部摩擦角 φ (°) 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

　沈　下　比 rsd -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1

　支持条件 自由 自由 自由 自由 自由 自由 自由 自由 自由 自由 

　支　持　角 2θ (°) 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120

　受働抵抗係数 e' (kN/m
2
) 5500 5500 5500 5500 5500 5500 5500 5500 5500 5500

　群集荷重 Wm (kN/m
2
)

　トラック荷重 ｔ (kN) 245 245 245 245 245 245 245 245 245 245

　舗　　　 装 有 有 有 有 有 有 有 有 有 有 

　トラック台数 (台) 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

　軌道荷重 ks (kN)

　上載荷重 Wv (kN/m
2
)

　ブルドーザー接地圧 qb (kN/m
2
)

　キャタピラ幅 b (cm)

　キャタピラ数 n

　外　　　 径 dc (cm) 83.6 83.6 83.6 83.6 83.6 83.6 83.6 83.6 83.6 83.6

　内　　　 径 di (cm) 81.8 81.8 81.8 81.8 81.8 81.8 81.8 81.8 81.8 81.8

　管　　　 厚 tc (cm) 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9

　ライニング厚 tl (cm)

　管厚中心半径 r (cm) 41.4 41.4 41.4 41.4 41.4 41.4 41.4 41.4 41.4 41.4

　管　重　量 Wd (kN/m)

　等沈下面管頂深 hc (cm)

　溝形土圧係数 cl

　突出形土圧係数 Cc

　溝形鉛直土圧 (kN/m
2
)

　突出形鉛直土圧 (kN/m
2
)

　矢板鉛直土圧 (kN/m
2
) 21.168 22.932 24.696 26.460 28.224 29.988 31.752 33.516 35.280 37.044

　採用鉛直土圧 Wv (kN/m
2
) 21.168 22.932 24.696 26.460 28.224 29.988 31.752 33.516 35.280 37.044

　群集荷重 Wm (kN/m
2
)

　トラック荷重 WW (kN/m
2
) 32.046 29.792 27.832 24.010 22.638 21.364 20.286 19.208 18.326 17.542

　軌道荷重 Wks (kN/m
2
)

　上載荷重 Wv (kN/m
2
)

　ブルドーザー荷重 Wt (kN/m
2
)

　長期鉛直荷重 (kN/m
2
) 21.168 22.932 24.696 26.460 28.224 29.988 31.752 33.516 35.280 37.044

　短期鉛直荷重 (kN/m
2
) 32.046 29.792 27.832 24.010 22.638 21.364 20.286 19.208 18.326 17.542

　長期水平荷重 (kN/m
2
) 24.010 25.970 28.028 29.988 32.046 34.006 35.966 38.024 39.984 42.042

　短期水平荷重 (kN/m
2
) 36.358 33.810 31.556 27.244 25.676 24.206 22.932 21.854 20.776 19.796

　鉛直荷重モーメント (N･mm/mm) 405.171 431.406 457.640 483.885 510.119 536.354 562.589 588.823 615.068 641.302

　水平荷重モーメント (N･mm/mm) 477.025 442.950 413.423 357.769 336.728 318.020 301.281 286.219 272.587 260.200

　モーメントの合計 (N･mm/mm) 882.196 874.366 871.073 841.653 846.838 854.374 863.870 875.042 887.655 901.492

　長期荷重たわみ量 (cm) 0.445 0.475 0.506 0.537 0.568 0.598 0.629 0.660 0.690 0.721

　短期荷重たわみ量 (cm) 0.559 0.519 0.484 0.419 0.394 0.372 0.353 0.335 0.319 0.305

　たわみ量合計 (cm) 1.003 0.994 0.990 0.956 0.962 0.971 0.982 0.995 1.010 1.026

　たわみ率 (%) 1.21 1.20 1.20 1.15 1.16 1.17 1.19 1.20 1.22 1.24

　設計たわみ率 (%) 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

　　　　　設計内圧 (MPa) 2.48 2.48 2.50 2.53 2.53 2.51 2.50 2.48 2.47 2.46

ダクタイル鋳鉄管

DB種

φ800

矢板施工（簡易土留）
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管体構造計算結果一覧表（県道下埋設区間） 変形遅れ係数＝1.0 とう性管

　管　　　 種

　規　　　 格

　呼　び　径 (mm)

　埋設パターン

　土　被　り h (cm) 120 130 140 150 160 170 180 190 200 210

　管頂溝幅 b (cm)

　土の単位重量 W (kN/m
3
) 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

　内部摩擦角 φ (°) 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

　沈　下　比 rsd -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1

　支持条件 自由 自由 自由 自由 自由 自由 自由 自由 自由 自由 

　支　持　角 2θ (°) 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120

　受働抵抗係数 e' (kN/m
2
) 5500 5500 5500 5500 5500 5500 5500 5500 5500 5500

　群集荷重 Wm (kN/m
2
)

　トラック荷重 ｔ (kN) 245 245 245 245 245 245 245 245 245 245

　舗　　　 装 有 有 有 有 有 有 有 有 有 有 

　トラック台数 (台) 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

　軌道荷重 ks (kN)

　上載荷重 Wv (kN/m
2
)

　ブルドーザー接地圧 qb (kN/m
2
)

　キャタピラ幅 b (cm)

　キャタピラ数 n

　外　　　 径 dc (cm) 83.6 83.6 83.6 83.6 83.6 83.6 83.6 83.6 83.6 83.6

　内　　　 径 di (cm) 82.0 82.0 82.0 82.0 82.0 82.0 82.0 82.0 82.0 82.0

　管　　　 厚 tc (cm) 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

　ライニング厚 tl (cm)

　管厚中心半径 r (cm) 41.45 41.45 41.45 41.45 41.45 41.45 41.45 41.45 41.45 41.45

　管　重　量 Wd (kN/m)

　等沈下面管頂深 hc (cm)

　溝形土圧係数 cl

　突出形土圧係数 Cc

　溝形鉛直土圧 (kN/m
2
)

　突出形鉛直土圧 (kN/m
2
)

　矢板鉛直土圧 (kN/m
2
) 21.168 22.932 24.696 26.460 28.224 29.988 31.752 33.516 35.280 37.044

　採用鉛直土圧 Wv (kN/m
2
) 21.168 22.932 24.696 26.460 28.224 29.988 31.752 33.516 35.280 37.044

　群集荷重 Wm (kN/m
2
)

　トラック荷重 WW (kN/m
2
) 32.046 29.792 27.832 24.010 22.638 21.364 20.286 19.208 18.326 17.542

　軌道荷重 Wks (kN/m
2
)

　上載荷重 Wv (kN/m
2
)

　ブルドーザー荷重 Wt (kN/m
2
)

　長期鉛直荷重 (kN/m
2
) 21.168 22.932 24.696 26.460 28.224 29.988 31.752 33.516 35.280 37.044

　短期鉛直荷重 (kN/m
2
) 32.046 29.792 27.832 24.010 22.638 21.364 20.286 19.208 18.326 17.542

　長期水平荷重 (kN/m
2
) 25.970 28.126 30.282 32.438 34.594 36.750 38.906 41.062 43.218 45.374

　短期水平荷重 (kN/m
2
) 39.298 36.456 34.006 29.498 27.734 26.166 24.794 23.520 22.442 21.462

　鉛直荷重モーメント (N･mm/mm) 337.982 359.719 381.455 403.192 424.918 446.655 468.391 490.127 511.864 533.600

　水平荷重モーメント (N･mm/mm) 395.175 366.951 342.490 296.381 278.947 263.453 249.586 237.111 225.812 215.551

　モーメントの合計 (N･mm/mm) 733.158 726.670 723.936 699.573 703.865 710.108 717.977 727.229 737.675 749.151

　長期荷重たわみ量 (cm) 0.479 0.512 0.545 0.578 0.612 0.645 0.678 0.711 0.744 0.778

　短期荷重たわみ量 (cm) 0.604 0.561 0.524 0.453 0.426 0.403 0.382 0.362 0.345 0.330

　たわみ量合計 (cm) 1.083 1.073 1.069 1.031 1.038 1.047 1.060 1.074 1.090 1.107

　たわみ率 (%) 1.31 1.29 1.29 1.24 1.25 1.26 1.28 1.30 1.31 1.34

　設計たわみ率 (%) 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

　　　　　設計内圧 (MPa) 2.07 2.09 2.09 2.13 2.13 2.12 2.10 2.09 2.07 2.06

ダクタイル鋳鉄管

DD種

φ800

矢板施工（簡易土留）
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6.2.4既製管の規格選定 

 

上記計算結果より安全な規格を選定表等で示す。 

 

 

6.2.4既製管の規格選定 

（例）  管体構造計算結果もとに作成した管級選定表から各区間の管級を選定する。 

表-○.○  管級選定表 

 
           設計条件   許容内圧 (MPa)   

 測点 単距離

(m) 

追加距離

(m) 

地盤高

(m) 

計画高

(m) 

管径

(㎜) 

土被り

(m) 

設計内圧

(MPa) 

埋設区分 
掘削方法 設計荷重 舗装 基礎工 DD種 DB種 決定管級 

備考 

 IP.114(BP) 0.000 974.770 346.640 345.020 800 1.20 0.52 県道 簡易土留 T-25 有 土基礎 2.07 2.48 DD種  

 No.49 5.230 980.000 346.400 344.402 〃 1.58 0.52 〃 〃 〃 〃 〃 2.13 2.53 〃  

 No.50 20.000 1000.000 345.420 342.040 〃 2.96 0.55 〃 〃 〃 〃 〃 1.88 2.26 〃  

 No.51 20.000 1020.000 344.400 341.725 〃 2.26 0.55 〃 〃 〃 〃 〃 2.02 2.41 〃  

 No.52 20.000 1040.000 343.320 341.410 〃 1.49 0.55 〃 〃 〃 〃 〃 2.13 2.53 〃  

 IP.15 7.610 1047.610 342.910 341.290 〃 1.20 0.55 〃 〃 〃 〃 〃 2.07 2.48 〃  

 No.53 12.390 1060.000 342.230 340.505 〃 1.31 0.56 〃 〃 〃 〃 〃 2.09 2.50 〃  

 IP.16 11.310 1071.310 341.630 339.788 〃 1.42 0.57 〃 〃 〃 〃 〃 2.13 2.53 〃  

 No.54 8.690 1080.000 341.130 339.238 〃 1.47 0.58 〃 〃 〃 〃 〃 2.13 2.53 〃  

 IP.17 16.850 1096.850 340.190 338.170 〃 1.60 0.59 〃 〃 〃 〃 〃 2.13 2.53 〃  

 No.55 3.150 1l00.000 340.010 338.069 〃 1.52 0.59 〃 〃 〃 〃 〃 2.13 2.53 〃  

 No.56 20.000 1120.000 339.130 337.425 〃 1.29 0.59 〃 〃 〃 〃 〃 2.09 2.48 〃  

 IP.18 1.850 1121.850 339.080 337.365 〃 1.30 0.59 〃 〃 〃 〃 〃 2.09 2.48 〃  

 No.57 18.150 1140.000 338.660 336.781 〃 1.46 0.60 〃 〃 〃 〃 〃 2.13 2.53 〃  

 IP.19 6.850 1146.850 338.600 336.560 〃 1.62 0.60 〃 〃 〃 〃 〃 2.12 2.51 〃  

 No.58 13.150 1160.000 338.660 336.610 〃 1.63 0.60 〃 〃 〃 〃 〃 2.12 2.51 〃  

 No.59 20.000 1180.000 339.110 336.687 〃 2.01 0.60 〃 〃 〃 〃 〃 2.06 2.46 〃  

 No.60 20.000 1200.000 339.700 336.764 〃 2.52 0.60 〃 〃 〃 〃 〃 1.82 2.37 〃  

 IP.20 9.950 1209.950 339.510 336.802 〃 2.29 0.60 町道 簡易土留 T-20 〃 土基礎 2.05 2.44 〃  

 No.61 10.050 1220.000 339.080 336.840 〃 1.82 0.60 〃 〃 〃 〃 〃 2.13 2.53 〃  

 IP.21 19.980 1239.980 336.870 334.686 〃 1.77 0.62 〃 〃 〃 〃 〃 2.14 2.54 〃  

 No.62 0.020 1240.000 336.870 334.683 〃 1.77 0.62 〃 〃 〃 〃 〃 2.14 2.54 〃  

 ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ：：  
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6.4耐震設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.4.1設計条件 

  (1)管体仕様 

 

 

a)耐震設計の検討内容及びその結果を記載する。 

b)耐震設計は、技術書 P.224「耐震設計のフローチャート」を

参考に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)耐震設計を行う設計条件を記載する。 

6.4耐震設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－○○ 耐震設計のフローチャート 

 

6.4.1設計条件 

(1)管体仕様 

（例） 1) 流量・用途                   Q=2.0m3/sec(農業用水専用) 

    2) ダクタイル鋳鉄管呼び径                   RD=1200 ㎜ 

    3) ダクタイル鋳鉄管種類                     3 種管 

    4) 接合形式                    S形 

    5) 管外径                     D=1246㎜ 

    6) 管厚                      t=15㎜ 
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(2)埋設条件 

 

 

 

 

 

 

(3)荷重条件 

 

 

 

 

 

 

 

(4)重要度区分条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   7) 鋳造公差を差引いた計算管厚            t=13.6 ㎜ 

    8)  管長                       l=6.0m 

    9) 送水方式                                  自然流下、クローズドタイプ 

    10)  ヤング係数                    E=1.6×108kN/m2 

    11)  ポアゾン比                    ν=0.28 

      12) 線膨張係数                    α=1.0×10-5/℃ 

    13) 許容応力（レベル 1/レベル 2）              σa=270N/㎜ 2 

      14) 設計照査用最大伸び量（レベル 1/レベル 2） δa=62㎜ 

   15) 許容屈曲角度（レベル 1/レベル 2）         θa=1°30’ 

 

    (2)埋設条件 

（例） 1) 土被り                     h=1.2m 

    2) 道路状態                          アスファルト舗装道路 

    3) 軟弱地盤区間（盛土区間）                 NL=100.0m 

    4) 不同沈下量                   h”=1.0m 

    5) 温度変化量                   Δt=20℃（水温観測データより） 

 

     (3)荷重条件 

（例） 1) 内圧                      pi=1.0N/㎜ 2(=1.0MPa) 

    2) 自動車荷重                        Pm=100kN/輪(T-25) 

    3) 衝撃係数                                 I=0.3 

    4) 鉛直方向地盤反力係数           kv=9800kN/m3 

    5) 埋設位置の土の単位体積重量        γt=18kN/m3 

       6) 重量係数                 γ=3.12(レベル 1)、1.00(レベル 2) 

 

    (4)重要度区分条件 

（例） 1) 構造物の重要度区分            A 種 

    2) 基盤面における設計水平震度の標準値    K’h10=0.15(レベル 1地震動) 

    3) 地域別補正係数                           Cz=1.0 
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(5)地盤条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.4.2 応答変位法を用いた 

検討 

(1)管体発生応力の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b)設計基準「パイプライン」技術書 P.235 を参考に応答変位法

を用いた検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (5)地盤条件 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

表-○○ 地盤条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○○ 地盤モデル図 

 6.4.2 応答変位法を用いた検討 

 

  (1)管体発生応力の検討 

（例） 1) 常時の管体発生応力 

  ①内圧による軸方向応力 

        0ipi t2/tDP ・－・・   

ここに、 

   pi ：内圧による管軸方向応力(N/mm2) 

   ν：ポアゾン比(0.28) 

   iP ：内圧(1.0N/mm2) 

   D：管外径(15mm) 

      t：管厚(15mm) 

      0t ：公称管厚から鋳造公差を差し引いた計算管厚(13.6mm)  

         2
pi 12.67N/mm13.62/1512461.00.28  －  
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  ②自動車荷重による軸方向応力 

Dkv
IE

Z
W0.322 p

p

m
p0

・

・
・

・
＝σ  

ここに、 

   σp0：自動車荷重による管軸方向応力(N/mm2) 

   Wm：自動車荷重(40.778kN/m) 

   E：管のヤング係数(1.6×108kN/m2) 

   D：管外径(1.246m) 

      IP：断面二次モーメント 

          
{ ( ) }

64
2tDD 4

0
4

p
－－・

＝Ｉ
π

 

( ){ } 42-
44

m101.00
64

0.013621.2461.246
×

×
＝

－－・
＝
π

 

      ZP：断面係数 

32-
-2

p
p m101.61

1.246
101.002

D
I2

Z ×
××

＝＝
・

＝  

2
-28

2-p0 9.336N/mm9336kN/m
1.2469800

101.00101.6
101.61
40.7780.322

＝＝＝σ ２

×
×××

×
×
×

∴  

ただし、自動車荷重 Wmは、技術書の式（9.3.17）、（9.3.18）と（9.6.5）から導かれる式とする。 

）＋・（
）＋Ｃ・（

・・
＝ i1

2ha
D2PW m

m
β

 

ここに、 

   Pm：自動車後輪１輪当たりの荷重（100kN) 

   C：車両占有幅(2.75m) 

   a：接地幅(0.20m) 

   h：土かぶり(1.2m) 

      I：衝撃係数(0.3) 

    β：自動車の荷重条件による低減係数(0.9) 

表-○○ 断面力の低減係数 

荷重条件 低減係数β 

T-25 0.9 

T-20以下 1.0 

 

40.778kN/m0.31
1.220.202.75

1.2460.91002Wm ）＝＋（
）＋（

＝ ×
××

×××
∴  
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   2) 地震時の管体発生応力 

  ①地震のせん断弾性波速度 

     

∑
∑=

si

i

i
ps

V
H
H

V  

ここに、 

   VDS：表層地盤のせん断弾性波速度 

   Hi：第 i断層(m) 

   Vsi：第 i層のせん断弾性波速度(m/s) 

表-○○ せん断弾性波速度の推定計算式（せん断ひずみとの関係） 

 

表-○○ せん断弾性波速度 

 

                 88.7m/s
0.4512
40.0Vps ==∴  

  ②表層地盤の特性値（固有周期） 

    ∑ × 1.71480.42874
V
H4T
si

i
G ＝＝＝  

ここに、 

   TG：表層地盤の特性値(s) 

   Hi：第 i断層(m) 

   Vsi：第 i層のせん断弾性波速度(m/s) 
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③地震動の波長 

    
21

21

LL
L2LL

+
=

・
 

           L2L ・=′  

           DSG1 VTL ・=  

           BSG2 VTL ・=  

ここに、 

  L：地震動の波長(m) 

  L’：みかけの波長(m) 

   TG：表層地盤の特性値(1.80s) 

   VDS：表層地盤のせん断弾性波速度(88.7m/s) 

   VBS：基盤のせん断弾性波速度(334.3m/s) 

           159.7m88.71.80L1 =×=  

           601.7m334.31.80L2 =×=  

           252.4m
601.7159.7
601.7159.72L ＝

+
××

=∴  

           356.9m252.42L =×=′∴  

④地震の剛性係数 

    2
S

t
1g1 V
g

CK ・・
γ

=  

        2
S

t
2g2 V
g

CK ・・
γ

=  

ここに、 

  Kg1：管軸方向の単位長さ当たりの地盤の剛性係数(kN/m2) 

  Kg2：管軸直角方向の単位長さ当たりの地盤の剛性係数(kN/m2) 

   g：重力加速度(9.8m/s2) 

   VS：管路位置でのせん断弾性波速度(61.8m/s) 

   γt：土の単位体積重量(18kN/m3) 

      C1、C2：地盤の剛性係数に対する定数(C1=1.5、C2=3.0) 

       よって、地盤の剛性係数 Kg1、Kg2は、次のようになる。 

          
32

g1 m10522.4kN/61.8
9.8
181.5K =××=∴  

          32
g2 m21044.8kN/61.8

9.8
183.0K =××=∴  

⑤速度応答スペクトル 

    a.レベル 1地震動 

基盤地震動の単位震度当たりの応答スペクトル Svは、表層地盤の固有周期 TGに応じて下の図-○○から求める。 
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図-○○ 設計用速度応答スペクトル SV（レベル 1地震動） 

 

上図の上限値より、表層地盤の固有周期 TG=1.80s の場合の基礎地震動の単位震度当たりの速度応答スペクトルＳv

は、以下のように求まる。 

         SV=0.80m/s 

 b.レベル 2地震動 

レベル 2 地震動に対する継手構造管路の軸応力は、管と地盤のすべりによる非線形応答を考慮した簡便計算法に

より求める。 

軸応力検討用の速度応答スペクトル S’V1は m表層地盤の固有周期 TGに応じて、次の図-6.4から求める。 

この図により、表層地盤の固有周期 TG=1.80s の場合の軸応力検討用の速度スペクトル S’V1は、以下のように求ま

る。 

         S’V1=0.50m/s 

 
図-○○ 設計用速度応答スペクトル S’V1（レベル 2地震動、軸応力検討用 φ1500以下） 

上図の上限値より、表層地盤の固有周期 TG=1.80s の場合の曲げ応力・継手伸縮量・屈曲角度検討用の速度応答スペ

クトルＳ’v2は、以下のように求まる。 

         S’V2=1.00m/s 
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⑥レベル 1地震動の基盤面における設計水平震度 

基盤面における設計水平震度は、次式により求める。 

h10Zh1 K'CK' ・=  

ここに、 

  K’h1：レベル 1地震動の基盤面における設計水平震度 

  Cz：地域別補正係数(1.0)(A 地域) 

表-○.○ 地域別補正係数 CZ 

地域区分 地域別補正係数 CZ 

A 1.0 

B 0.85 

C 0.7 

       h1K′ ：レベル 1地震動の基盤面における設計水平震度(0.15) 

0.150.151.0Kh1 =×=′∴  

 

⑦管軸位置の地盤の水平変位振幅 

  a.レベル 1地震動 

管軸位置の地盤の水平変位振幅は、次式により求める。 

2H
h'COSK'TS2U h1Gv2h1

・
・・・・

π
π

=  

ここに、 

  Uh1：管軸位置の地盤の水平変位振幅(m) 

  SV：基盤地震動の単位震度当たりの速度応答スペクトル(0.80m/s) 

  TG：表層地盤の特性値(1.80s) 

  K’h1：レベル 1地震動の基盤面における設計水平震度(0.15) 

  h’：地表面から管路中心までの深さ(h’=h+D/2=1.823m) 

  H：表層地盤の厚さ(40.0m) 

0.044m
40.02
1.823COS0.151.800.802U 2h1 =
×
×

××××=∴
π

π
 

  b.レベル 2地震動 

管軸位置の地盤の水平変位振幅は、次式により求める。 

2H
h'COSTS'2U Gv12h21

・
・・・

π
π

=  

2H
h'COSTS'2U Gv22h22

・
・・・

π
π

=  
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ここに、 

  Uh21：管軸位置の地盤の水平変位振幅（軸応力検討用）(m) 

 Uh22：管軸位置の地盤の水平変位振幅（その他検討用）(m) 

  V1S′ :基盤地震動の単位震度当たりの速度応答スペクトル(0.50m/s)（軸応力検討用） 

 V2S′ :基盤地震動の単位震度当たりの速度応答スペクトル(1.00m/s)（その他検討用） 

  TG：表層地盤の特性値(1.80s) 

  h’：地表面から管路中心までの深さ(h’=h+D/2=1.823m) 

  H：表層地盤の厚さ(40.0m) 

0.182m
40.02
1.823COS1.800.502U 2h21 =
×
×

×××=∴
π

π
 

0.364m
40.02
1.823COS1.801.002U 2h22 =
×
×

×××=∴
π

π
 

⑧地盤変位の伝達係数 

地盤変位の伝達係数は、次式により求める。 
              

2

1

1

L
21

1









′

+

=

・λ
π

α
  

2

2

2

L
21

1









′

+

=

・λ
π

α

 

ここに、 

  α1：軸方向の地盤変位の伝達係数 

  α2：軸直角方向の地盤変位の伝達係数 

  λ1：地盤変位の伝達係数に係わる係数(0.0353m-1) 

  λ2：地盤変位の伝達係数に係わる係数(0.3387m-1) 

  L：波長(252.4m) 

  L’：みかけの波長(356.9m) 
          

0.801

356.90353.0
21

1
21 =









×
×

+

=∴
π

α
 

      
1.000

252.43387.0
21

1
42 =









×
×

+

=∴
π

α
 

ただし、係数λ1、λ2は 

     
P

g1
1 AE

K
・

=λ  4

P

g2
2 AE

K
・

=λ  

ここに、 

  Kg1：管軸方向の単位長さ当たりの地盤の剛性係数(10522.4kN/m2) 

Kg2：管軸直角方向の単位長さ当たりの地盤の剛性係数(21044.8kN/m2) 
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  E：管のヤング係数(1.6×108kN/m2) 

AP：管の断面積(5.266×10-2m2) 

( ){ }
4

2tDDA
22

P
－－・π

=  

  IP：管の断面二次モーメント(1×10-2m4) 

               
1

2-81 0.0353
105.266101.6

10522.4 −=
×××

=∴ ｍλ  

14
2-82 0.3387

105.266106.1
8.21044 −=
×××

=∴ ｍλ  

⑨継手構造管路の応力の補正係数 

伸縮可とう継手がある場合の軸応力補正係数及び曲げ応力補正係数は、次式により求める。 

           ( ) ( ) ( )
( ) ( )LexpLexp 11

2
2

2
1

1 ′′′′
+

=
・・－－・・ λνλν

φφ
ξ

xx
x  

           ( ) ( ) ( )24
2

32 xxx φφξ +=  

ここに、 

  ( )x1ξ ：伸縮可とう継手がある場合の軸応力補正係数 

 ( )x2ξ ：伸縮可とう継手がある場合の曲げ応力補正係数 

    l：伸縮可とう継手管の長さ(6.0m、管長相当) 

    E：管のヤング係数(1.6×108kN/m2) 

    IP：断面二次モーメント(1.00×10-2m4) 

           L：波長(252.4m) 

           L’：みかけの波長(356.9m) 

           Kg2：管軸直角方向の地盤の剛性係数(21044.8kN/m2) 

  ( )x1λ ：地盤変位の伝達係数に係わる係数(0.0353m-1) 

  ( )x2λ ：地盤変位の伝達係数に係わる係数(0.3387m-1) 

             x：継手からの距離で応力を最大にする位置(x=1/2=3.0m) 

 

( ) ( ) ( )
( ) ( ) 007.0

102.118exp10118.2exp
101.654102.969

11

2423

1 =
××

×+×
=∴

－－

－－

－－

－
xξ  

 

( ) ( ) ( ) 0.043104.294103.199- 2221
2 =×+×=∴ －－ －xξ  
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⑩地震時の管体応力 

    a.レベル 1地震動 

     地震時の管体応力は、次式により求める。 

E
L
Uh1

1L1 ・
・

・
πασ =  

E
L

UD2
2

h1
2

2B1 ・
・・

・
πασ =  

 

        ( ) ( ) L111L σξα ・xx =′  

 

( ) ( ) B121B σξα ・xx =′  

 

( ) ( ) ( )2B1
2

1L1 xxx σσγα ′+′=′ ・  

 

     ここに、 L1σ ：埋設管路を連続とした場合の軸応力（N/mm2） 

           B1σ ：埋設管路を連続とした場合の曲げ応力（N/mm2） 

        ( )x1Lσ ′ ：継手間の中央部における軸応力（N/mm2） 

         ( )x1Bσ ′ ：継手間の中央部における曲げ応力（N/mm2） 

                 ( )x1σ ′ ：継手間の中央部における軸応力と曲げ応力の合成応力（N/mm2） 

         ( )x1ξ′ ：継手管路の場合の補正係数（0.007） 

          ( )x2ξ′ ：継手管路の場合の補正係数（0.043） 

            1α ：軸方向の地盤変位の伝達係数（0.801） 

             2α ：軸直角方向の地盤変位の伝達係数(1.000) 

                   Uh1：管軸位置の地盤の水平変位振幅(0.0437m) 

                     L：地震動の波長(252.4m) 

              D：外径（1.246m） 

              E：ヤング係数（1.6×108kN/m2） 

                    γ：重畳係数(3.12) 

 

        228
L1 N/mm710.6969710kN/m101.6

252.4
0.0437801.0 ==××

×
×=
πσ  
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228
2

2

B1 699N/mm.22699kN/m101.6
252.4

0.04371.24621.000 ==××
×××

×=
πσ  

 

        ( ) 2
1L N/mm488.0710.69007.0 =×=′ xα  

 

        ( ) 2
1B 116N/mm.02.699430.0 =×=′ xα  

 

        ( ) 222
1 mm/0.870N0.1160.4883.12 =+×=′∴ xα  

 

b.レベル 2地震動 

    地震時の管体応力は、次式により求める。 

E
L
Uh21

1L2 ・
・

・
πασ =  

E
L

UD2
2

h22
2

2B2 ・
・・

・
πασ =  

 

        ( ) ( ) L212L σξα ・xx =′  

 

( ) ( ) B222B σξα ・xx =′  

 

( ) ( ) ( )2B2
2

2L2 xxx σσγα ′+′=′ ・  

 

    ここに、 L2σ ：埋設管路を連続とした場合の軸応力（N/mm2） 

         B2σ ：埋設管路を連続とした場合の曲げ応力（N/mm2） 

        ( )x2Lσ ′ ：継手間の中央部における軸応力（N/mm2） 

         ( )x2Bσ ′ ：継手間の中央部における曲げ応力（N/mm2） 

                ( )x2α′ ：継手間の中央部における軸応力と曲げ応力の合成応力（N/mm2） 

        ( )x1ξ′ ：継手管路の場合の補正係数（0.007） 

         ( )x2ξ′ ：継手管路の場合の補正係数（0.043） 

        1α ：軸方向の地盤変位の伝達係数（0.801） 

         2α ：軸直角方向の地盤変位の伝達係数(1.000) 
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 6.4.3 継手の伸縮量及び 

屈曲角度 

   (1)常時荷重による継手伸縮 

量 

 

          Uh21：管軸位置の地盤の水平変位振幅(0.1819m) 

              Uh22：管軸位置の地盤の水平変位振幅(0.3638m) 

                L：地震動の波長(252.4m) 

         D：外径（1.246m） 

         E：ヤング係数（1.6×108kN/m2） 

                γ：重畳係数(1.00) 

        228
L2 N/mm165.290290165kN/m101.6

252.4
0.1819801.0 ==××

×
×=
πσ  

228
2

2

B2 473N/mm.2222473kN/m101.6
252.4

0.36381.24621.000 ==××
×××

×=
πσ  

 

        ( ) 2
2L N/mm031.2165.290007.0 =×=′ xα  

 

        ( ) 2
2B 966N/mm.022.437430.0 =×=′ xα  

 

        ( ) 222
2 mm/2.249N0.9662.0311.00 =+×=′∴ xα  

 

6.4.3 継手の伸縮量と屈曲角度 

 

  (1)常時荷重による継手伸縮量 

（例）①内圧による継手伸縮量 

内圧による継手伸縮量は、次式により求める。 

   
E
l

e pi
i

・σ
=  

   ここに、 ie ：内圧による継手伸縮量(㎜) 

      ｉpσ ：内圧による軸方向応力(12.672N/mm2) 

             l：管長(6000㎜) 

        E：管のヤング係数(1.6×105N/mm2) 

 

0.475mm
101.6
6000672.12e 5i =

×
×

=∴  

 

   ②自動車荷重による継手伸縮量 

自動車荷重による継手伸縮量は、次式により求める。 

   
E

l
e p0
0

・σ
=  
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ここに、 0e ：自動車荷重による継手伸縮量(㎜) 

      p0σ ：自動車荷重による軸方向応力(9.336N/mm2) 

            l：管長(6000㎜) 

       E：管のヤング係数(1.6×105N/mm2) 

 

0.350mm
101.6
6000336.9e 50 =

×
×

=∴  

 

③温度変化による継手伸縮量 

温度変化による継手伸縮量は、次式により求める。 

   lte t ・・∆= α  

ここに、 te ：温度変化による継手伸縮量(㎜) 

       α：管の線膨張係数(1×10-5/℃) 

      Δt：温度変化(20℃) 

            l：管長(6000㎜) 

 

1.200mm600020101e 5
t =×××=∴ －  

 

   ④不同沈下による継手伸縮量 

不同沈下による継手伸縮量は、図-○.○のような状態を想定して算出する。なお、図-○.○で示す沈下範囲は、土

質条件より不同沈下が想定される区間である 100m とする。沈下量は、対象地盤や荷重条件に応じて適切に設定す

る。ここでは同様の土質条件において 1m程度の盛土を行った既往事例を参照としたと仮定して 100cmを適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ 不同沈下想定図 

軟弱地盤区間 NL=100m において、その中央部が h=100cm の不同沈下を生じたとすると、l=50cm 区間における軸心

の伸びΔlは、 

     9.999mmm009999.0500.150l 22 ==−+=∆  

この伸びΔl は、50cm 区間の複数の継手に分散吸収されるが、ここでは 1 箇所の継手に集中したときを仮定すると

不同沈下による継手伸縮量 edは以下のように求まる。 

9.999mmled =∆=∴  
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(2)地震時の継手伸縮量 

 

   (2)地震時の継手伸縮量 

（例） 地震時の継手伸縮量は、次式により求める。 

j0j UUU ・  

a10 UU ・  

ha U
2

1U ・  

   
 11

111
j sinh

coscosh2
U




・

－・・
  

L
l2

1 


・  

l
AE

K

p

g1
1 ・

・
  

2

1

1

1

1

1
















  

ここに、 jU ：管軸方向継手伸縮量(m) 

         0U ：無限連続はりとした場合のはりの管軸方向相対変位量(m) 

        jU ：継手変位係数 

                    aU ：地盤の管軸方向の水平変位振幅(m) 

                    hU ：管軸位置の地盤の水平変位振幅(レベル 1=0.0437m、レベル 2=0.3638m) 

                     l：継手間の長さ（管長相当）(6.0m) 

E：管のヤング係数(1.6×105N/mm2) 

                    pA ：断面積(5.266×10-2m2) 

L：地震のみかけの波長(356.9m) 

                   g1K ：管軸方向の地盤の剛性係数(10522.4kN/m2) 
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 (3)地震時の継手屈曲角度 

 

 0.106
356.9

6.02
1 =

××
=

πγ  

 

0.2120.6
105.266101.6

10522.4
281 =×

×××
=

－
β  

 

0.800

0.212
0.1061

1
21 =







+

=α  

 

( ) ( )
( ) 0.132
0.212sinh212.0

0.106cos0.212cosh2
U j =

×
×

=
－

 

aレベル１地震動 

m0309.00.0437
2
1Ua1 =×=  

 

m0247.00.0309800.0U01 =×=  

 

3.260mm0.003260m0.1320247.0U j1 ==×=∴  

 

bレベル 2地震動 

 m2572.00.3638
2
1Ua2 =×=  

m2058.00.2572800.0U02 =×=  

 

mm166.270.027166m0.1322058.0U j2 ==×=∴    

         

  (3)地震時の継手屈曲角度 

（例） 地震時の継手屈曲角度は、次式により求める。 

2
h

2

L
Ul4 ・・π

θ =  

ここに、  θ：継手部の屈曲角度(rad) 

             l：継手間隔(6.0m) 

                  hU ：管軸位置の地盤の水平変位振幅(レベル 1=0.0437m、レベル 2=0.3638m) 

                    L：地震動の波長(252.4m) 
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  6.4.4 耐震性の照査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 6.5 地震の変状化 

  6.5.1 現地盤の液状化の判定 

 

 aレベル１地震動 

″′°==
×××

= 3300d0.000162ra
252.4

0.04376.04
2

2

1
πθ  

   bレベル 2地震動 

″′°==
×××

= 3940d0.001353ra
252.4

0.36386.04
2

2

2
πθ  

6.4.4 耐震性の照査 

（例） レベル 1地震動、レベル 2地震動について、管体応力、継手の伸縮量及び屈曲角度の計算結果を表-○.○に示す。 

表-○.○ 照査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   この表より、管体応力と継手の屈曲角度は、レベル 1 地震動、レベル 2 地震動とも許容範囲以下である。継手の伸縮量

については、レベル 1 地震動、レベル 2 地震動とも許容範囲以下である。したがって、検討断面１では、ダクタイル鋳鉄

管 S形の使用が可能となる。 

 

  6.5 地震の変状化 

6.5.1 現地盤の液状化の判定 

（例） 現地盤の砂質土層が、以下の3 つの条件すべてに該当する場合には、地震時に液状化が生じる可能性がある。 

 

・地下水位が現地盤面から10ｍ以内にあり、かつ、現地盤面から20ｍ以内の深さに存在する飽和土層 

・細粒分含有率FC が35％以下の土層、又は、FC が35％を超えても塑性指数I pが15以下の土層 

・平均粒径 D50が 10mm以下で、かつ、10％粒径 D10が 1mm以下である土 

 

ここでは、これに該当する区間として、軟弱地盤 L=100m区間について判定する。 

本区間は、重要度Ａ種であるので、現地盤の液状化判定は、レベル２の地震動（タイプⅡ）で検討する。 

また、土質、地下水位条件は、調査結果より表 7.1(a)の通りとする。 
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6.5.2 埋戻し土の液状化の有

無の判定 

(1) 判定方法 

 

 液状化の判定は、標準貫入試験から得られたN 値等の土質条件に基づいて、深度1m 毎に行うことが多いが，表-7.1 に

は，土層ごとの代表的なFL値の計算結果を抜粋して示す。 

 

液状化に対する抵抗率：FL＝R/ L    

    ここに、R/L：繰り返し三軸強度比 

R：動的せん断強度比  R=CwRL 

L：地震時せん断応力比  L=γdkhgσv/σ’v 

cw：地震動特性による補正係数  RL：繰り返し三軸強度比 

γd：地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数 

        ｋhg：液状化の判定に用いる地盤面における設計水平震度 

        σv：全上載圧(kN/m2)  σ’v：有効上載圧(kN/m2) 

なお、FL値による液状化判定に用いる上記の諸数値は、表-○.○にある土質条件により算定することができる。 

表-○.○ FL値法による液状化の判定表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地層 1、2、3 は FL≦1.0 であるので液状化すると判定されることから、上図のとおり過剰間隙水圧が消散しやす

く、液状化抵抗力の高い材料である砕石で埋め戻すものとする 

6.5.2  埋戻し土の液状化の有無の判定 

 

(1) 判定方法 

（例） 埋戻し土の液状化による被害の可能性について、以下の条件全てに該当する場合がないか検討する。すべてに該当す

る場合には液状化の被害の可能性があると判定する。 
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(2) 判定事例 

 

 

 

6.6 地盤変状に対する 

検討・照査 

 

6.6.1 地盤変状に対する 

照査 

 

 

(1)検討条件 

 ①地下水位が高い場合 （GL-3ｍ以浅） 

②埋設深度が深い場合 （管きょの土被りがGL-2.0ｍ以深、かつ地下水位以下） 

③周辺地盤が軟弱な場合（緩い砂地盤（おおむねN 値≦15）、 

軟弱粘性土地盤（おおむねN 値≦7）等） 

ただし、②の埋設深さの条件について、管きょの土被りがGL-2.0m より浅い場合でも液状化の可能性を否定できないこ

とから対象路線の重要性や対策の経済性を考慮し対応を検討することが望ましい。 

 

(2) 判定事例 

（例） 軟弱地盤 L=100m区間は、地下水位が高い軟弱砂質地盤であるが、土被りが約1.2m（2.0m 以下）であり周辺の地形

条件等も踏まえて埋戻し土の液状化の可能性は低いと判断した。 

 

  6.6 地盤変状に対する検討・照査 

（例） 現地盤が液状化する区間について、護岸近傍域における地盤の側方流動が生じるような配管条件であると仮定して地

盤変状の検討を行う。 

6.6.1 地盤変状に対する照査 

（例）  地盤変状に対する照査は、護岸近傍域における地盤の側方流動に対して行う。継手構造管路の照査は、対象とする

管路長をＬとし、管路の軸方向に関して、全伸縮量が地盤の変形より大きく、地盤の変形を継手部の伸縮で吸収でき

るかどうかにより行う。 

    (1)検討条件 

（例） 管種・呼び径 ダクタイル鋳鉄管φ1200 ㎜ 

           （当初：S 形） 

    設置条件   護岸法線に対し角度があるが直角方向のモデルを想定（図-○.○） 

（地盤ひずみを低減しない） 

        対象管路長  L=100m 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ 継手構造管路の計算事例モデル 
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   (3)地盤の変形 

 

 

   (4)S 形・管長 6.0m の場合の 

照査 

 

 

 

 

 

 

   (5)ボール形可とう管（3個） 

と S形・管長 6.0m の組合 

せの場合の照査 

 

 

 

 

 

   (6)照査結果 

 

 

    (2)護岸近傍域における地盤ひずみ 

（例） 護岸近傍域における地盤ひずみεGは、技術書○.○.○より、非超過確率 70～90%の平均値 80%に対応する値として、

εG=1.5%を採用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ 護岸近傍域における地盤の引張ひずみの頻度分布 

   (3)地盤の変形 

（例） 地盤の変形εG・Lは、上記の諸元から次式となる。 

1.50m1000.015LG ・  

   (4)S 形・管長 6.0m の場合の照査 

（例） 下記の条件と仮定した場合、 

    m：可とう伸縮管の個数 2 

    la：可とう伸縮管の伸び量 200(㎜) （メーカーカタログ） 

    n：継手の個数 17、 n=(100-3.34×2)/6+1=17 

        lb：継手の伸び量  62(㎜) （「水道施設耐震工法指針・解説」P.○○） 

    継手部の伸び量 

        out1.50mL1.454m0.062170.202lnlm Gba 　　　　　・＜・・    

   (5)ボール形可とう管（3個）と S形・管長 6.0m の組合せの場合の照査 

（例） 下記の条件と仮定した場合、 

    m：可とう伸縮管の個数 3 

    la：可とう伸縮管の伸び量 200(㎜) （メーカーカタログ） 

    n：継手の個数 16、 n=(100-3.34×3)/6+1=16 

        lb：継手の伸び量  62(㎜) （「水道施設耐震工法指針・解説」P.○○） 

    継手部の伸び量 

        ok1.50mL1.592m0.062160.203lnlm Gba 　　　　　・＞・・    

   (6)照査結果 

（例） 照査結果を取りまとめると、次表のようになる。 
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 6.7 地震応答対策の内容、範

囲の検討 

   6.7.1 地震動に対する地震応

答対策 

 

 

 

 

  6.7.2 地盤変状に対する地震

応答変位法 

 

 

 

 

 

 

 表-○.○ 地盤変状に対する照査結果（ダクタイル鋳鉄管 φ1200㎜） 

 地盤の変形(m) 
継手部の伸び

量 
判定 

S形、6.0m×17本 1.50 1.116 OUT 

S形可とう伸縮管 

4.0m×3本 

S形 6.0m×15本 

1.50 1.592 OK 

 

  6.7 地震応答対策の内容、範囲の検討 

 

  6.7.1 地震動に対する地震応答対策 

（例）地震動に対する地震応答対策とは、パイプラインの屈曲部、土質の変化点、地盤の急変部等、応答変位法では対策工法

の検討ができない挙動に対する対策をいい、地域の状況等に応じ、経済性等を勘案し、最も適切と考えられる対策を検討

する。 

・検討区間には、河川横断部がある。ここは、Ｎ値 3 程度の沖積層であるが、管路に作用する上載土重が異なる等、重量

差による地震時の固有振動差の大きいところである。こういった場所には、伸縮可とう継手を設置する。 

  6.7.2 地盤変状に対する地震応答対策 

（例）地盤変所に対する地震応答対策とは、地盤の変状や地すべり、斜面崩壊、地盤沈下等永久的な変位の対策であり、計算

等により、地盤変状に対する安全性を検証出来ない際の対策をいう。 

 

  ・前述のとおり、埋戻土や現地盤が液状化する可能性があるので、過剰間隙水圧が消散しやすく、液状化抵抗力の高い材

料である砕石で埋め戻すこととする。 
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6.8スラストの検討 

6.8.1設計内圧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.8.2スラスト対策の要否の判定 

(1)異形管の種類と寸法 

 

静水圧、水撃圧を一覧表等で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条件の組み合わせと判定を一覧表に示す。 

6.8スラストの検討 

6.8.1設計内圧 

（例） 

測     点 口  径 計画管 地盤高 土被り 静水圧 設計水圧 使用管種 

 mm 心高 m m m Mpa Mpa FRPM SP SP 

        (STW400) (SM490) 

IP.52(N0,63+40.06) φ2600 65.20  68.96  2.40  0.329 0.657  2種 t=24mm  

IP.53(N0,64+34.77) φ2600 65.11  70.05  3.59  0.330  0.659  〃 t=27mm  

IP.55(N0.76+31.65) φ2600 58.70  63.33  3.28  0.392  0.736  〃 t=27mm  

IP.57(N0.77+1306) φ2600 58.61  62.66  2.70  0.393  0.737  〃 t=25mm  

IP.58(N0.77+47.83) φ2600 58.57  62.36  2.44  0.393  0.737  〃 t=25mm  

IP.60(N0.78+4910) φ2400 58.90  62.44  2.32  0.390  0.734    t=18mm 

IP.61(N0.78+79.20) φ2400 58.60  61.80  1.98  0.393  0.737    t=18mm 

IP.62(N0.79+9922) φ2400 57.75  61.20  2.23  0.402  0.746    t=18mm 

IP.63(N0.83+2189) φ2400 55.80  59.77  2.72  0.421  0.764  2種 t=23mm  

6.8.2スラスト対策の要否の判定 

(1)異形管の種類と寸法 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計水圧及び使用管種選定 HWL=98.70

測　点 口　径 計画管心高 地盤高 土被り 静水圧 設計水圧

mm m m m MPa MPa FRPM SP(STW400) SP(SM490)

NO,63+8.33 φ2200 65.78 69.60 2.70 0.32 0.64 t=20mm

同　点 φ2600 65.78 69.60 2.47 0.32 0.64 ２種 t=24mm

IP,52(NO,63+40.06) φ2600 65.20 68.96 2.40 0.33 0.66 〃 t=24mm

IP,53(NO,64+34.77) φ2600 65.11 70.05 3.59 0.33 0.66 〃 t=27mm

NO,65+27.00 φ2600 64.96 69.70 3.38 0.33 0.66 〃

NO,65+87.00 φ2600 64.87 69.20 2.98 0.33 0.66 〃

NO,66+27.68 φ2600 64.81 69.02 2.85 0.33 0.66 〃 t=25mm

NO,67+72.80 φ2600 64.58 68.56 2.62 0.33 0.67 〃

NO,68+60.00 φ2600 64.45 68.56 2.76 0.34 0.67 〃

NO,69+63.68 φ2600 64.24 68.82 3.22 0.34 0.68 〃 t=26mm

NO,69+79.10 φ2600 64.11 67.94 2.47 0.34 0.68 〃

NO,71+40.00 φ2600 62.78 67.94 3.81 0.35 0.69 〃

NO,72+39.66 φ2600 61.95 66.49 3.19 0.36 0.70 〃 t=26mm

NO,73 φ2600 61.45 65.30 2.49 0.37 0.71 〃

NO,75+40.00 φ2600 59.46 63.56 2.75 0.38 0.73 〃

IP,55(NO,76+31.65) φ2600 58.70 63.33 3.28 0.39 0.74 〃 t=27mm

IP,57(NO,77+13.06) φ2600 58.61 62.66 2.70 0.39 0.74 〃 t=25mm

IP,58(NO,77+47.83) φ2600 58.57 62.36 2.44 0.39 0.74 〃 t=25mm

NO,77+63.94 φ2600 58.55 62.97 3.07 0.39 0.74 〃 t=26mm

NO,77+69.94 φ2400 59.70 62.97 2.05 0.38 0.73 t=23mm

NO,78+30.43 φ2400 59.10 62.85 2.53 0.39 0.73 t=18mm

IP,60(NO,78+49.10) φ2400 58.90 62.44 2.32 0.39 0.73 t=18mm

IP,61(NO,78+79.20) φ2400 58.60 61.80 1.98 0.39 0.74 t=18mm

IP,62(NO,79+99.22) φ2400 57.75 61.20 2.23 0.40 0.74 ２種 t=18mm

IP,63(NO,83+21.89) φ2400 55.80 59.77 2.72 0.42 0.76 〃 t=23mm

NO,87+80.00 φ2400 53.31 56.75 2.19 0.44 0.79 〃

使用管種
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(2)土質条件 

 

 

(3)土被り条件 

 

(4)計算結果と判定 

 (2)土質条件 

（例）   土の単位体積重量    18 kN/m3 

土の内部摩擦角   30 ﾟ 

(3)土被り条件 

（例）   H=1.98m～3.81m 

(4)計算結果と判定 

（例）      

曲管がスラストに耐える設計水圧の計算 

－水平屈曲スラストの場合－ 

Bb=2×(Cos(θ/2)×(L/2)+Sin(θ/2)×(Dc/2))/100 

H2=(H+Dc)/100 

RH=F×0.5×ω×②×(③2-H2)×①(F=0.65) 

P'=RH/1.5 

ac=π×(Dc/100)(2/4) 

H=P'/{2×ac×Sin(θ/2)} 

 
－計算条件－ 採用 採用 採用 採用

測　 点 IP,52 IP,53 IP,55 IP,57 IP,58 IP,60 IP,61 IP,62 IP,63

管　 種 FRPM異形管 FRPM異形管 FRPM異形管 FRPM異形管 FRPM異形管 鋼管 鋼管 FRPM異形管 FRPM異形管

呼び径 φ(mm) 2600 2600 2600 2600 2600 2400 2400 2400 2400

曲管角度 θ(度) 21.6122 90.0408 5.5356 12.3067 68.4775 6.2522 2.1411 17.0481 5.7397

管路長 L/2(cm)【IPから片側の管路長】 290.00 1150.00 100.00 180.00 1130.00 100.00 100.00 260.00 100.00

実外径 Dc(cm) 264.80 265.40 265.40 265.00 265.00 243.60 243.60 243.60 244.60

管　 厚 t(cm) 2.40 2.70 2.70 2.50 2.50 1.80 1.80 1.80 2.30

土被り H(cm) 240 359 328 270 244 232 198 223 272

土の単位体積重量 ω(kN/m
3
) 18 18 18 18 18 18 18 18 18

土の内部摩擦角 φ(度) 30 30 30 30 30 30 30 30 30

－計算結果－

水平方向抵抗力 RH(tf)

　 ①受働土圧係数 Tan^2(45+φ/2) 3.000 3.000 3.000 3.000 3.000 3.000 3.000 3.000 3.000

　 ②受働土圧作用長 Bb(m) 6.194 18.135 2.126 3.863 20.174 2.130 2.045 5.504 2.120

　 ③管底面までの深さ H
2
(m) 5.048 6.244 5.934 5.350 5.090 4.756 4.416 4.666 5.166

　 管背面の受働土圧 RH(kN) 2100.895 8140.517 894.083 1417.443 6923.808 631.424 548.045 1590.109 703.307

最大抵抗スラスト力 P'(kN) 1400.596 5427.005 596.056 944.965 4615.878 420.949 365.364 1060.076 468.871

　 管内断面積 ac(m
2
) 5.507137 5.532122 5.532122 5.515459 5.515459 4.660628 4.660628 4.660628 4.698971

　 Sin（θ/2) 0.187486 0.707358 0.048288 0.107190 0.562643 0.054534 0.018684 0.148225 0.050067

最大許容設計水圧 H(MPa) 6.78 6.93 11.16 7.99 7.44 8.28 20.98 7.67 9.96

設計水圧 (MPa) 6.74 6.75 7.38 7.39 7.39 7.47 7.48 7.50 7.66

　 判　 定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

曲管がスラストに耐える＝○、耐えられない＝×）
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6.8.3対応策の選定 

 

 

(1)スラストブロック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)離脱防止継手 

 

 

 

 

 

(3)その他の対策 

 

 

経済性、施工性等により対応策を比較し、採用理由を記述す

る。 

 

・必要なスラストブロックの規模を表示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・離脱防止継手使用による得失を記述する。 

 

 

 

 

 

・杭等の利用可能性について記述する。 

 

 

6.8.3対応策の選定 

（例）   水平スラストを管体で抵抗するかスラストブロックで抵抗するかを経済比較によって決定する。 

 

(1)スラストブロック 

（例）                     表-○.○ スラストブロック規模一覧表 

 

測点 B(m) L1 L2 H(m) θ(度) h(m) 

IP.52 3.600 0.900 1.800 3.600 21.6122 2.41 

IP.53 3.600 3.050 6.100 3.600 90.0408 3.59 

IP.55 3.600 0.200 0.400 3.604  5.5356 3.28 

IP.57 3.600 0.550 1.100 3.600 12.3067 2.70 

IP.58 3.600 3.400 6.800 3.600 68.4775 2.44 

IP.62 3.400 0.800 1.600 3.400 17.0481 2.23 

IP.63 3.400 0.250 0.500 3.400  5.7397 2.72 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)離脱防止継手 

（例）  使用する異形管が少量な路線、コンクリート打設が困難な路線、軟弱地盤を通る路線、施工時間が制約される路線

等については管種によって離脱防止継手工法を採用する場合があるが、一般に管体異形管の保護工には、無筋コンク

リート打設によるスラストブロック工法が採用されている。 

本地区の場合は、管種が強化プラスチック複合管であることと、現場コンクリート打設に対して制約を受けること

がないため、スラストブロック工法とする。 

(3)その他の対策 

（例）   該当なし 
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6.9防食対策の検討 

 

 

6.9.1防食対策検討の必要性の 

判定及び腐食の種類 

 

6.9.2対応策の検討 

 

 

6.10傾斜部管路の検討 

  

  6.10.1検討の必要性の判定 

 

  6.10.2傾斜部管路の検討 

 

  6.10.3対応策の検討 

土壌、管種等から腐食の恐れがない場合は、その旨を記述し防

食対策の検討は行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

傾斜部管路の検討が必要な場合は、左の各項目について記述す

る。 

6.9防食対策の検討 

 

 

6.9.1防食対策検討の必要性の判定及び腐食の種類 

（例）  直管は FRPM管であり、異形管（鋼管）については塗覆装により腐食を防止出来るため検討は行わない。 

 

  6.9.2防食対策の検討 

（例）  該当なし。 

 

6.10傾斜部管路の検討 

 

 6.10.1検討の必要性の判定 

（例）  管路勾配が○○°と緩いため検討を行わない。 

  6.10.2傾斜部管路の検討 

（例）  該当なし。 

6.10.3対応策の検討 

（例）  該当なし。 
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第 ７ 章 附帯施設の設計 

 

 

 

 

 

 

 

7.1 調圧施設 

7.1.1目的･制御対象の検討決定 

(1)圧力制御（水位制御） 

 

 

 

 

 

＜一般事項＞ 

附帯施設は実に様々なものがあり、かつ、規模も多様である

ので、ここでは一般的附帯施設について述べる。例えば、調

整施設はダム構造物に匹敵するものや、バルブ室は建築構造

物に準じて設計しなければならない場合もあるが、その場合

は別途技術書等を参照されたい。 

 

 

 

a)制御対象の決定根拠、塵埃対策、保守管理レベル、現場状

況、機器の性能等を整理し総合的に最終案に至った経緯を記

述する。 

b)現在 制御方式、機器は多様にあり全てを網羅することは難

しいので、既往の採用例、実績等から数案の経済性、維持管

理等から比較を行いその採用案について記述する。 

 

 

 

第 ７ 章 附帯施設の設計 

（例）   当該パイプラインを使用目的、送配水方式、管理方式および地形等の条件に応じ、所要の附帯施設を適切に配置

し、パイプラインシステムとしての機能を発揮させ、かつ全体の安全性を確保することが必要である。 
この章では、パイプラインシステムの設計、すなわち 1)設計流量に対する機能確保、2)運用管理に対する機能の

検討によって概定された附帯施設の配置、規模等の確定をするものである。各施設は、パイプラインシステムの設

計において基本単位となる水理ユニットの重要な境界点となることが多いので、この設計にあたっては、これらを

総合的に検討する。 
 

7.1調圧施設 

7.1.1目的･制御対象の検討決定 

(1)圧力制御（水位制御） 

（例）   本計画路線は、水源である幹線水路の水位 HWL=○.○○○mに対して、○○分水工(No.○○)の受益地での必要水

位は WL=○.○○○mであり約○.○mの水頭差が生じる。このため調圧施設を計画する。また、分水工と兼用させ

る。 

制御方式を３案の比較検討により決定する。 

1)案：○○分水工地点での必要水頭(WL、○.○○○m)を満足する位置にフロートバルブスタンドを設置する。 

2)案：○○分水工地点にサージタンク形式で分水枡を設置する。 

3)案：○○分水工地点に流量・水位制御バルブを用い調圧を行う。 
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(2)流量制御 

 

(3)複合制御 

 

(4)保守管理 

 

(5)水管理計画との整合の可 

否 

 

7.1.2位置の選定 

(1)システム上の機能 

 

 

 

(2)構造上の安定 

 

 

(3)用地確保の可否 

 

 

 

(4)土質条件、環境 

 

 

 

(5)施工、将来の維持管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)左記に記する各項目について決定に至るまでの経過を総合的

にまとめて記述する。 

b)引用した数値の根拠、文献等は整理してわかり易く提示す

る。 

 

 

採用案は下記の事項に配慮した総合判断として1)案を採用する。 

近年新設,改修される用水路工事においては、土地利用の高度化・水質保全・水難事故防止等の面から、地下に

埋設されるケースが多い。しかし、公共事業による社会資本施設に対し環境・自然生態系の保全を前提とした、施

設の建設が強く要求される状況にある。事業の経済性を追求しつつも、積極的に社会の要求に応えて行かねばなら

ない。 

以上の要求からも、当該分水工案は 1)案が適している。 
 

(2)流量制御 

（例）   ○○機械を採用し、その精度は○○％である。 

(3)複合制御 

（例）   システムの検討から複合制御を採用することにした。機器は○○を使用し、その構造は○○図の様である。 

(4)保守管理 

（例）   維持管理を考慮してマンホール、空気流通口、○○施設等も計画した。 

(5)水管理計画との整合の可否 

（例）   本パイプラインシステムの全体水管理計画に基づき機器の配置、種類等を○○のように決めた。 

   

7.1.2位置の選定 

(1)システム上の機能 

（例）   比較検討の結果、既設分水工位置が最も有利となった。 

   検討結果を添付資料 P○○に示す。 

 

(2)構造上の安定 

（例）   安定計算を行い確認する。 

 

(3)用地確保の可否 

（例）   既設分水工位置に計画し、用地に余裕があることから、用地の確保はできる、また、用地買収の必要の無い位置

である。 

 

(4)土質条件、環境 

（例）   土質調査の結果、計画位置の土質は○○質土、N 値は地表から○m までが○○～○○であるので、施工に適して

いる。また、環境面においても周囲に民家が無いため水音の配慮の必要がない。 

 

(5)施工、将来の維持管理 

（例）   周囲は民家等の建物がなく、その他施工に障害となるものも無いため施工性に問題はない。また、将来の維持管

理としては幹線道路からの進入もし易く、付近に立木も無いため、落ち葉などの通水を阻害するものも入りにくい

位置である。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

7.1.3構造形式の決定 

(1)水位調節型 

 

 

(2)減圧型 

 

(3)バルブタイプ、計測機器 

のタイプ 

 

 

(4)口径、配管系（テーパ 

ー） 

 

(5)全体計画との整合性 

 

 

 

7.1.4 水理計算 

(1)引継ぎ水位 

 

(2)引渡し水位 

 

(3)使用水理公式、損失係数 

 

 

 

 

 

(4)流量 

 

(5)キャビテーションの計算 

 

(6)境界条件 

 

 

(7)サージングの計算 

 

a)左記の項目についての総合検討、塵埃、維持管理等について

も比較し、経済性等から最終案に至った経緯を記述する。 

b)バルブ、計測機器はその種類も多く全てを検討の対照とする

ことは難しいので実績等を調べ数案程度検討しその経緯を整

理して述べる。設計者は十分この構造物の重要性を熟知し全

体計画の中での整合性が図られていることを述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで左記項目の中のサージング計算は「水理モデルによるシ

ミュレーション」を伴わないものである。 

 

7.1.3構造形式の決定 

(1)水位調整型 

（例）   オーバーフロースタンド型とし、分水工に併設することが種々の検討から妥当と判断し、○○図のような構造を

計画する。 

(2)自由水面型 

（例）   セミクローズドタイプパイプラインであり、フロートバルブ型とし○○図のような構造を採用する。 

(3)バルブタイプ、計測機器のタイプ 

（例）   オーバーフロースタンド形式であるので、バルブおよび計測機器は設置しないが、隔壁の越流量を少なくするた

め、および維持管理用に隔壁にスールスゲート(H○○○×B○○○）を設置する。ゲートの規模の決定根拠を（添

付資料 P○○）に示す。 

(4)口径、配管系（テーパー） 

（例）   バルブ口径を本管口径よりも絞ることにより、テーパー管を挿入しても経済的であるので図○○のような配管を

採用した。 

(5)全体計画との整合性 

（例）   全体計画に位置付けられている他の支線についても同様の構造形式が採用されており、現在においても良好に機

能している。従って、全体計画に整合していると判断する。 

 

7.1.4水理計算 

(1)引継ぎ水位 

（例）   引継ぎ水位 ○.○○○m 

(2)引渡し水位 

（例）   引渡し水位 ○.○○○m 

(3)使用水理公式、損失係数 

（例）   オーバーフロー型の調圧施設であるので、下記項目の損失を考慮する。 

1)流出による損失水頭        （設計基準『パイプライン』P○○） 

（例）    流出損失係数は 1.0とする。 

2)流入による損失水頭        （設計基準『パイプライン』P○○） 

  流入損失係数は 0.5とする。 

(4)流量 

（例）   流量 ○.○○○m3/s 

(5)キャビテーションの計算 

（例）   計算結果から限界キャビテーション係数以下であるので○○バルブを採用する。 

(6)境界条件 

（例）   本システムでは○○圧力、○○流量が満たさねばならない条件である。計画に基づき次のような計算により満た

されるので十分と判断した。 

(7)サージングの計算 

（例）  パイプラインの途中に設けた○号分水工および○号分水工のサージング現象を解析するために、別途水理モデルに

よる非定常流況解析検討を行う。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

7.1.5構造計算 

(1)使用公式 

 

a)土質定数の取り方、計算ケース、構造系の考え方等につい

て設計者が想定した条件を明確に記述する。 

b)プログラムの使用に際しては、それがどのような内容でど

こまでの条件で使用可能かをわかりやすく述べる。イン

プットデータは必ず添付し、安定、部材断面はどの条件で

決定されたかが一覧表で判るように整理し、記述する。 

c)現在プレキャスト製品が採用される場合が多くなってい

る、その際はその経緯を記述する。 

7.1.5構造計算 

(1)使用公式 

(1.1)上載荷重の盛土換算                            （設計基準『○○○○』P○○） 

（例）     自動車荷重、群集荷重、雪荷重、宅地荷重等の上載荷重がある場合は、上載荷重を盛土高に換算し、盛土荷

重として取扱う。ただしこのとき、かさ上げ盛土高比(H0+H1/H)が 1を越える場合は、これを 1としてよい。さ

らに、この盛土荷重を等分布荷重へ換算するが、換算はフローリッヒの地盤応力の理論を応用し、モーメント

換算により求めた式により行う。
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ここに、qw  :盛土荷重の換算等分布荷重(kN/m2) 

γ  :盛土の単位体積重量(kN/m3) 

Ｈ0 :盛土高(m) 

Ｈ1 :換算盛土高(=q/γ)(m) 

q   :上載荷重(kN/m2) 

x   :仮想距離 





 + 21 2

1 XX         (m) 

Ｈ  :壁高(m) 

Iw  :台形荷重換算係数（○○○○『○○』P○○ 表-○.○ ○○○○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ 上載荷重の換算方法 

 

    (1.2)安定計算                                 （設計基準『○○○○』P○○） 

       [上記項目と同様に示す。] 



Ⅱ－２１２ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

 (2)材料強度 

 

 (2)材料強度 

（例） (2.1)許容応力度 

(2.1.1)無筋コンクリートの許容応力度                 （設計基準『水路工』P○○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2.1.2)鉄筋コンクリートの許容応力度                  （設計基準『水路工』P○○） 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)荷重計算（静荷重、活荷 

重、地震荷重、土圧） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)土質定数の取り方、計算ケース、構造系の考え方等について

設計者が想定した条件を明確に記述する。 

b)プログラムの使用に際してはそれがどのような内容でどこま

での条件で使用可能かをわかり易く述べる。インプットデー

タは必ず添付し、安定、部材断面はどの条件で決定されたか

が一覧表で判るように整理し記述する。 

c)現在プレキャストのものが採用される場合が多くなってい

る、その際はその経緯を記述する。 

 

 

(2.1.3)鉄筋の許容応力度                             （○○○○P○○） 

表-○.○ 許容引張応力度          単位:N/mm2 

鉄筋の種類 

 許容引張応力度 (σsa)  

一般部材の 疲労強度により 水に接する 輪荷重が直接載 

場合 定まる場合 部材の場合 荷する場合 

SD295A 
常時 176 157 157 137 

地震時 264 264 264 264 

※用水路の中で規模の小さいもの(1.Om以下)の場合は、一般部材の許容応力度とし 

て良い。 

 

表-○.○ 内水圧構造物の許容鉄筋力度 

種類 許容応力度低減式 

 σsa=137 σsa=157 

箱型 137-3.7H 157-4.0H 

円型 11O-0.9H 127-1.0H 

※注）適用範囲は箱型でH≦10m、円型ではH≦38mとする。 

ここに、Hは管の中心までの水頭(m)。 

なお、スタンドの内水圧は最大でもH=7.Om程度なので、 

σsa=157-4.0×9=129N/㎜ 2とする。 

 

(2.1.4)ヤング係数                                （○○○○P○○） 

表-○.○ ヤング係数    単位:kN/㎜2 

 ヤング係数 摘要 

コンクリート(21N/㎜2) 23.5  

鋼 200  

 

(3)荷重計算（静荷重、活荷重、地震荷重、土圧） 

（例） (3.1)解析方法の選定 

本構造物を構造解析する場合の荷重項は、内水圧荷重が卓越しているため、側壁においては、引張軸力が作

用する。したがって、版構造として解析を行うと、引張軸力を考慮した設計ができず、不安定な構造体を設計

してしまうことになりかねない。 

よって、下表に示した方法で解析を行う方針とする。 

 

部材 解析方法 

頂版 3辺固定版 

側壁 フレーム構造ラーメン 

底版 4辺固定版 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

   
 

 

 

 (3.2)頂版に作用する荷重 

頂版の形状を下図に示す。頂版には中壁部分に点検用のグレーチング(B=1.00m)を設置する計画であるの

で、4)、3)の 2分割として側壁に固定された 3辺固定版として解析を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

4)、3)とも頂版自重と上載荷重が等分布荷重として作用する。 

鉄筋コンクリート単位体積重量:24.5kN/m3 

上載荷重                    : 3.OkN/m2 

 

表-○.○ ○○○○  

部材番号 部材厚 Lx Ly Ly/Lx 作用荷重(kN/m2) 

 (m) (m) (m)  自重 上載 計 

頂版A 0.30 3.050 3.275 1.07 6.1 3.0 9.1 

頂版B 0.30 5.000 4850 0.97 6.1 3.0 9.1 

    自重: 0.25m×24.5=6.1  

 

(3.3)側壁に作用する荷重 

    [記入例は上記項目を参照。] 

(3.4)底版に作用する荷重 

        [記入例は上記項目を参照。] 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(4)安定計算（滑り、浮力、 

スラスト等） 

 

 

 

 (4)安定計算（滑り、浮力、スラスト等） 

（例）   ○号スタンドの安定検討においては、（○○○○ P○○）より、地上部の露出高<5.0mであるから地震時の検討

は行わない。 

ただし、常時における安定検討は実施しする。下図に示した荷重状態における安定計算を（○○○○ P○○）

に準拠して実施する。なお、地下水位は平常時(非かんがい期)を想定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   荷重条件は下表のとおりとする。 

                表-○.○ ○○○○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                    底板幅：3.600m 

  V X V・X H Y H・Y 摘要 

番号 部材等 (kN) (m) (kN・m) (kN) (m) (kN・m)  

1 底版 39.69 1.800 71.44     

2 側壁1 38.59 0.225 8.68     

3 側壁2 38.59 3.375 130.24     

4 側壁3 37.73 0.275 10.38     

5 側壁4 37.73 3.325 125.45     

6 頂版 20.83 1.800 37.49     

7 水重 193.16 1.800 347.69     

8 風荷重    14.25 6.325 90.13  

9 土圧・水圧    9.00 3.283 29.55  

10     26.55 1.475 39.16  

11     19.58 0.983 19.25  

12     42.64 0.983 41.92  

13 土圧・水圧    -9.00 3.283 -29.55  

14     -26.55 1.475 -39.16  

15     -1958 0.983 -19.25  

16     -42.64 0.983 -41.92  

 計 406.32  731.37 14.25  90.13  
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)基礎工 

 

 ・偏心量 

e = B/2-(ΣMr-ΣMa)/ΣW 

= 1.80-(731.37-90.13)/406.32 

= 0.222(m)≦B/6=3.60/6=0.600(m) 

 

・底版反力 

q1・q2= ΣV/B×(1±6e/B) 

= 406.320/3.60×(1±0.222×6/3.60) 

= 154.63 , 71.11(kN/m2) 

 

・転倒に対する検討 

e ≦ B/6 

           0.222≦0.600    したがって、転倒に対して安全である。 

 

・滑動に対する検討 

ΣV ×μ / ΣH  ＞ 1.5        0.57・・μ:(土とコンクリート,tanφ) 

406.32×0.57/14.25 =  17.11  >  1.5 
したがって、滑動に対して安全である。 

 

(5)基礎工 

（例）   ○号チェックスタンドの計画地点の基礎地盤状況は、本業務で実施した地質調査NO.6が該当する。 

別図に示したように、掘削底面付近では中位の細中砂層が5.0m以上の厚さで存在している(N値は11～20)。本

層以深では、近傍の地質調査結果等から判断すると約15.0m程度の層厚を有する軟弱シルト層があり、その下層

に砂礫層という構成となっている。 

1)基礎工法の選定 

基礎工法には、直接基礎、杭基礎およびケーソン基礎があるが、ここでは構造物の規模等を考慮に入れて、直

接基礎、杭基礎が妥当と判断する。 

ここで、調査結果に基づいて、テルツァーギーの支持力公式により、地盤の許容支持力を算出した。 

〔結果〕 

(地盤反力)   (長期許容支持力) 

154.6kN/m2 ≦ 157.3kN/m2  ------------- OK 

よって、○号チェックスタンドの基礎形式は[直接基礎]とする。 

2)施工時の対応 

施工時には、床付面まで掘削した階段で(EL-L40、基礎材下面)、平板載荷試験を実施して、地盤の支持力≧

155.09kN/m2を確認する必要がある。 

計画地点の層構成は前述のような状況であり、地表下10m以深から存在する軟弱シルト層が圧密沈下を起こす

ことが懸念される。したがって、チェックスタンドと管材との接合部には可とう継手を設置する(圧密試験を

行っていないため、沈下量を数値化することができない)。 

なお、添付資料 P○○に増加荷重の試算結果を添付する。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(6)構造部材の決定（厚さ、 

鉄筋量等） 

 

 (6)構造部材の決定（厚さ、鉄筋量等） 

（例）  (6.1.1)頂版 

1)断面力の計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 Lx = 3.050 m 

                                 Ly = 3.275 m 

                                  W = 9.1   kN/㎡ 

断面力は、算出表より係数を求め算出する。なお、算出表は添付資料 P○○に示す。 

Ly/Lx=1.07 

表より、モーメント算出係数   α(-Mx)=0.085,β(Mx)=0.044 

α(-My)=0.056,β(My):0.010 

せん断力算出係数    γ(Qx)=0.509 

            δ(Qy)=0.409となる。 

1)Lx方向の断面力 

         -Mx= α・W・Lx2=0.085×9.1×3.0502=  7.20  kN・m 

          Mx= β・W・Lx2=0.044×9.1×3.0502=  3.72  kN・m 

          Sx= γ・W・Lx =0.509×9.1×3.050 = 14.13  kN 

2)Ly方向の断面力 

         -My= α・W・Lx2=0.056×9.1×3.0502=  4.74  kN・m 

          My= β・W・Lx2=0.010×9.1×3.0502=  0.85  kN・m 

          Sy= δ・W・Lx =0.409×9.1×3.050 = 11.35  kN 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

  (6.1.2)応力度計算 

応力度計算は、曲げモーメントのみを受ける単鉄筋の計算により行う。 

・n=15 

・k=(n・P)2+2・n・P-n・P 

・X= n・As/b・{-1+  -1+2・b・d/(n・As)} 

・p=As/(b・d) 

・j=1-k/3 

・σc=2・M/(k・j・b・d2)≦σca=8N/mm2 

・σs=M/(As・j・d)≦σsa=180N/mm2 

・τ=S/(b・j・d)≦τa= 0.42N/mm2 

・τo=S/(U・j・d)≦τoa=1.5N/mm2 

被り:6.Ocm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6.1.3)配筋略図 

 

  短辺方向(Lx)  長辺方向(Ly) 

下面 上面 下面 上面 

部材断面 

b(cm) 100.0 100.0 100.0 100.0 

H(cm) 25.0 25.0 25.0 25.0 

d(cm) 19.0 19.0 19.0 19.0 

断面力 
モーメントM(kN・m) 7.2 3.7 4.7 0.9 

せん断力S(kN) 14.1 － 11.4 － 

鉄筋量 

鉄筋径・間隔 D13@250 D13@250 D13@250 D13@250 

As(cm2) 5.07 5.07 5.07 5.07 

U(cm) 16.00 16.00 16.00 16.00 

 n 15 15 15 15 

 P 0.00267 0.00267 0.00267 0.00267 

 k 0.246 0.246 0.246 0.246 

 j 0.918 0.918 0.918 0.918 

 X 4.561 4.561 4.561 4.561 

 圧縮応力度σc 1.8 0.9 1.2 0.2 

応力度 引張応力度σs 83.0 43.0 55.0 10.0 

 せん断応力度τ 0.08 － 0.07 － 

(N/mm2) 付着応力度τ。 0.51 － 0.41 － 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

7.2 分水施設 

 

 

 

 

 

 

 

7.2.1位置の選定 

(1)システム上の機能 

(2)構造上の安定 

(3)用地確保の可否 

(4)土質条件 

(5)施工、将来の維持管理 

 

7.2.2 構造形式の決定 

(1)インライン型 

(2)自由水面型 

(3)バルブタイプ 

(4)口径、配管（テーパー） 

(5)全体計画との整合性 

 

7.2.3水理計算 

 

 

 

(1)引継ぎ水位 

(2)引渡し水位 

(3)使用水理公式 

(4)流量 

(5)キャビテーションの計算 

(6)境界条件 

(7)サージングの計算 

 

 

＜一般事項＞ 

分水の先が畑、水田、その混在により引渡し圧力が変化する、

機器も多く制御も難しく画一的には取り扱うことは出来ない。

パイプラインでは基本的には末端で分水を行うのが原則である。

全体計画の中で検討するのが望ましい。その結論を整理して記

述する。 

これから以降は 7.1、を参考にされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引継ぎ、引渡し圧力（水位）は国営と県営、県営と団体営との

区分はあっても水理的には連続している場合が多いので、誤解

がないように、どのようなときにどれだけの圧力で引き渡せる

か明解に記述する。 

 

7.2分水施設 

 

     

 

 

 

 

 

7.2.1位置の選定          記入例は[7.1.2 位置の選定]の項目を参照。 

(1)システム上の機能 

(2)構造上の安定 

(3)用地確保の可否 

(4)土質条件 

(5)施工、将来の維持管理 

 

7.2.2構造形式の決定        記入例は[7.1.3 構造形式の決定]を参照。 

(1)インライン型 

(2)自由水面型 

(3)バルブタイプ 

(4)口径、配管（テーパー） 

(5)全体計画との整合性 

 

7.2.3水理計算           記入例は[7.1.4 水理計算]を参照。 

 

 

 

(1)引継ぎ水位 

(2)引渡し水位 

(3)使用水理公式 

(4)流量 

(5)キャビテーションの計算 

(6)境界条件 

(7)サージングの計算 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

7.2.4構造計算 

(1)使用公式 

(2)材料強度 

(3)荷重計算（静荷重、活荷 

重、地震荷重、土圧） 

(4)安定計算（滑り、浮力、 

スラスト等） 

(5)基礎工 

 

 

 7.2.4構造計算           記入例は[7.1.5 構造計算]を参照。 

(1)使用公式 

(2)材料強度 

(3)荷重計算（静荷重、活荷重、地震荷重、土圧） 

 

(4)安定計算（滑り、浮力、スラスト等） 

 

(5)基礎工 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

7.3 量水施設 

7.3.1位置の選定 

(1)目的と精度 

 

 

 

 

 

(2)システム上の機能 

 

 

 

(3)構造上の安定 

 

 

 

(4)用地確保の可否 

 

(5)土質条件 

 

(6) 施工、将来の維持管理 

 

 

 

 

これまでの項目を参考にして記述する。 7.3量水施設 

7.3.1位置の選定 

(1)目的と精度 

（例）   ○号分水工は、分水比率が大きく、水路全体の用水配分に及ぼす影響は大である。本地区を含む全体計画の中

で、「幹線分水については、幹線からの分水量を監視すること。」として、流量計設置対象分水工に位置づけられて

いる。 

流量計の精度については特別な条件は示されていないので、一般的な量水計の精度である 4%以内とする。 

                                      (設計基準『パイプライン』P○○) 

(2)システム上の機能 

（例）   テレメーターも併せて設置し、幹線からの分水量を集中的に監視（遠隔操作は無し）できるようにする。このこ

とからも○号分水工直下流位置が最適であるが、○号分水工には制水弁があり、その制水弁から最低 30D以上離す

必要がある。（○○連合会規格 ○○） 

(3)構造上の安定 

（例）   流量計は道路下埋設構造とし、保護工も設ける。保護工の平面形状は、標設図『付帯工』P○○○に準じて B×

L=○.○○m×○.○○mとする。 

流量計保護工の高さは管理の便を十分配慮すると共に管路縦断線形より H=○.○○mとする。 

(4)用地確保の可否 

（例）   分水工の付近に村道があり、道路幅は○m である。道路下に設置することにより、用地を確保する。 

(5)土質条件 

（例）   ボーリング調査により設置位置の土質は○○土であるため土質による制約はない。 

(6) 施工、将来の維持管理 

（例）   道路下への埋設という特殊条件下に設置するため、管理上の安全性について十分な検討を行う。特に車等の一般

交通を許容しながらの管理を想定した構造とする。 

 

 



Ⅱ－２２２ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

7.3.2構造形式の決定 

(1)機器の種類 

 

 

 7.3.2構造形式の決定 

(1)機器の種類 

（例）   一般的な量水計の種類と特徴を下表(設計基準『パイプライン』P○○)に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 流量計には、○○流量計、△△流量計、××流量計、があり○○流量計は圧力損失が大きく、また本管路のよう

な高圧管路の場合にはスラスト対策が必要となり、全体的に高価な物となる。△△流量計は、………となる。 

以上のことから、○○がよく、価格も安価な××流量計を採用する。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(2)口径、配管系 

 

(3)全体水管理計画との整合 

性 

 

 

7.3.3水理計算 

(1)引継ぎ、引渡し水位 

 

 

(2)使用水理公式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)流量 

 

(4)精度 

 

(5)境界条件 

 

 

 (2)口径、配管系 

（例）   本計画路線の口径はφ○○○mm であるのでどの形式においても適合する。 

(3)全体水管理計画との整合性 

（例）   全体水管理計画においては、具体的な形式まで計画されていないが、本計画上流における施工済み区間の形式は

全て超音波流量計が設置されている。 

 

7.3.3水理計算 

(1)引継ぎ、引渡し水位 

（例）   引継水位   ○.○○○m 

   引渡し水位  ○.○○○m 

(2)使用水理公式 

（例）   ○○型流量計による損失水頭の式を使用し損失水頭を求める。(設計基準『パイプライン』P○○) 

 

    ここに、 

        hm:○○形流量計による損失水頭(m) 

        Ｖ:流速(m/s) 

         g:重力の加速度(m/s2) 

        fm:○○形流量計の損失係数 

 

(3)流量 

（例）      ○.○○○m3/s 

(4)精度 

（例）      次のような計算結果から小流量時には○○％までは計測可能である。 

(5)境界条件 

（例）      最大圧力は○○Pa、流量は○○.○○○m3/sから○○.○○○m3/sでは精度○○％で使用可能である。 

 

 

g
Vfh mm 2

2

⋅=
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

7.3.4構造計算 

 

(1)使用公式 

 

(2)材料強度 

 

(3)荷重計算（静荷重、活荷 

重、地震荷重、土圧） 

 

 7.3.4構造計算 

（例）   流量計保護工について設計する。 

(1)使用公式 

（例）   使用公式は[7.1.5 構造計算(1)使用公式 P○○]に示す。 

(2)材料強度 

（例）   材料強度は[7.1.5 構造計算(2)材料強度 P○○]に示す。 

(3)荷重計算（静荷重、活荷重、地震荷重、土圧） 

（例） (3.1)側 壁 

 側壁は、頂版と底板に固定されており、長辺 ○○m：短辺 ○○m = ○.○：○.○の比であるため、水平

ラーメンとして計算を行う。 

      活荷重（T-○○)は、等分布荷重に換算する。 

      q1=○.○ kN/m2 

      W1=γ×H×Ka = ○.○×○.○○○×○.○○ = ○.○○ kN/m2 

      W2=γ×Ka    = ○.○×○.○○            = ○.○○ kN/m2 

       W=W1×W2    = ○. ○○＋○. ○○        = ○.○○ kN/m2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ 側壁荷重図 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

   (3.2)頂 版 

頂版は、側壁と剛結されているため、水平方向の両端固定ばりとして、計算を行う。 

      

      自重 W1 = ○.○○m×○.○kN/m3                      = ○.○ kN/m2 

   土圧 W2 = γ'×アスファルト圧＋γ×土被り 

       = ○.○kN/m3×○.○○m＋○.○kN/m3×○.○○m = ○.○ kN/m2 

   静荷重 W = ○.○ kN/m2＋○.○ kN/m2 = ○.○ kN/m2 

 

   活荷重：T-○○(後輪 ○○kN) 

    断面が前後車輪間隔（4.0m）よりも小さいので、後輪荷重を載荷する。 

    ①縦断方向の荷重強度 

     （○○○○P○○）に準じて計算する。 

 

 

 

 

 

           ここに、P:車両占有幅当たりの輪荷重(kN/m) 

               i:衝撃係数(T-○○) 

 

    ②頂版に作用する荷重強度 

 

       ここに、q ：輪荷重による荷重強度(kN/m2) 

           β：断面力の低減係数(T-○○) 

               h：土被り(m) 

 

 

( ) mkNP /..1
.
.2

○○○○＋○
○○○

○○
=×

×
=
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ 頂版荷重図 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

   (3.3)底 版 

    底板は、側壁と剛結しており、○.○：○.○の比であるため、４辺固定のスラブとして計算を行う。 

    

   頂版自重 W1 = ○.○○m×○.○kN/m3                      = ○.○ kN/m2 

   側壁自重 W2 = （○.○○m×○.○○mー○.○○m×○.○○m）×○.○○m×○.○kN/m3      = ○.○ kN 

   土圧     W3 = γ'×アスファルト圧＋γ×土被り 

       = ○.○kN/m3×○.○○m＋○.○kN/m3×○.○○m = ○.○ kN/m2 

   活荷重  W4 = ○.○kN×2×（○＋○.○）                  = ○.○ kN 

   管重 

     水重 W5 = π/4×○.○○m×○.○○m×9.8kN/m3 = ○.○ kN 

     パドル付短管重量 W6= ○.○ kN 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ 頂版荷重図 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(4)安定計算（滑り、浮力 

等） 

(5)基礎工 

 

 

 

 

 

 

 

(6)構造部材の決定（厚さ、 

鉄筋量） 

 

 (4)安定計算（滑り、浮力等） 

（例）   流量計保護工の規模および重要度から、安定計算の検討は行わない。 

(5)基礎工 

（例）   テルツァギーの支持力公式標準設計『○○○○』P○○により、地盤の許容支持力を算出した。 

計算内容は添付資料 P○○に示す。 

  結果 

      (地盤反力）  （長期許容支持力） 

      91.21kN/m2 ≦ 294.33kN/m2  

よって、基礎形式は[直接基礎]とする。 

 

(6)構造部材の決定（厚さ、鉄筋量） 

（例）   記入例は[7.1.5構造計算(6) 構造部材の決定（厚さ、鉄筋量）]の項目を参照。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

7.4通気施設 

7.4.1位置の選定 

(1)システム上の機能 

(2)構造上の安定 

(3)用地確保の可否 

(4)土質条件 

(5)施工、将来の維持管理

（塵埃、凍害） 

7.4.2構造形式の決定 

 

(1)空気弁型 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)通気スタンド型 

 

a)全体の計画の中でどのような意味を持ち、十分に有効に作動

するか、単独で構築するか、あるいは他の施設と兼用するか

などについての検討を記述する。 

b)標準図の採用に際しては、それが当該システムに適合するこ

とを述べる。保護工はプレキャストが使用できないかを検討

し現場打ちとの比較をした結果を述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.4通気施設 

7.4.1位置の選定         記入例は[7.1.2 位置の選定]の項目を参照。 

(1)システム上の機能 

(2)構造上の安定 

(3)用地確保の可否 

(4)土質条件 

(5)施工、将来の維持管理（塵埃、凍害） 

 

7.4.2構造形式の決定 

（例）   通気施設の形式は下記の特徴から、設計凸部における通気工位置の動水位が○○.○mと高い為、一般にパイプラ

イン(セミクローズドタイプ)で多く採用されている空気弁(急速空気弁)を設けることとする。 

(1)空気弁型 

（例）   農業用パイプラインで一般に使用されている空気弁は、次に示す規格があり、最近はその性能が高いこと、容積

が小さいこと、管理上の理由から水道用急速空気弁を使用する場合が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

(2)通気スタンド型 

（例）   通気スタンドには、ストレートベンド型及びボックスベンド型等があり、水撃圧緩和の役割を兼用させるため大

容量の吸排気能力を持たせる必要がある場合に採用する。また、分岐箇所は上部荷重不同沈下等による破損を防ぐ

ため、コンクリートで保護する。 

1)ストレートベンド型スタンド 

管路と同径のＴ字管を取付け、その上に立ち上がり管を立てた構造とする。立ち上がり管には遠心力鉄筋コ

ンクリート管等を用い、通常スタンドの高さは地上1～5m,スタンド内最高水面上の余裕高は0.5～1.0mがとら

れている。スタンド高が低い場合及び施設の保護りため、適切な措置(保護柵、危険防止施設)を講ずることが

必要である。 

2)ボックスベンド型スタンド 

鉄筋コンクリートのボックススタンドを設けたもので、スタンドの内寸法は管路の通水断面と同等以上とす

る。通常スタンドの高さは地上 1～5mで、スタンド内最高水面上の余裕高は 0.5～1.0mがとられている。 

 

  表-○.○ 空気弁の種類  

種類 規格 呼び径 最高使用圧力(MPa) 

JISB2063 
単口 13,20,25 

0.74 
双口 50,75,100,150 

水道用急速空気弁  
50,75,100,150,200 1.57 

JWWA B118  
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3)圧縮形通気スタンド 

空気弁の作動又は漏水防止が得られない低圧パイプラインの場合で、静水頭又は動水勾配線の高い方から地

表までの高さが 5m以下の場合の通気施設としては通常この形式のものを用いるが、一般に周辺地形状況を考

慮して設置する必要がある。このスタンドは、通水始めに管内の空気を排除したり、水中に溶解した空気等を

排除するには十分であり、最も安価で代表的な通気施設である。一般にはオープンタイプではこの種の形式が

多く用いられる。 

ライザー管の口径の標準はφ100～125㎜のガス管等を用い、先端部は 180゜ベンド等を取付ける。また、小

石等が投込まれないような構造とすると共にスタンド内最高水面上の余裕高は通常 0.5～1.0mがとられてい

る。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(4)口径、配管系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)暫定通水時の有効性 

 

(6)全体水管理計画との整合 

 

 

7.4.3構造計算 

(1)使用公式 

(2)材料強度 

(3)荷重計算(静荷重､活荷 

重､地震荷重､土圧) 

(4)安定計算（滑り､浮力､ス 

ラスト等） 

(5)基礎工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでの記載要領欄に述べた項目を参考にして記述する。 

(4)口径、配管系 

（例）   本計画位置の空気弁の配置目的は主に管内に流入した空気の排除であり、最大排気時は充水時(試験通水時)であ

る。 

ここで充水時の流量を Qmin=1/10・Qmax(10%流量)と仮定して通気口径を検討する。(一般に通水時の流量は計画

流量の 1/10程度に設定している。) 

口径は、設計基準『パイプライン』P○○「②排気量から求める場合の計算」に従って決定する。 

   設計条件  

       送水管路の口径(m)            ○.○○  m 

送水管路に充水する時の流速(m/s)        ○.○○○ m/s 

 

      また、管の事故等により仕切弁を閉める場合、水の慣性力により下流管に負圧を生じる。この防止策のため空気

弁から吸気させる通気口径について検討する。 

      口径は、設計基準『パイプライン』P○○「①吸気量から求める場合の計算」に従って決定する。 

      設計条件 

       最大管内流量(m3/s)           ○○.○○○m3/s 

       許容圧力差(MPa)               ○.○○MPa 

       流入係数                  ○.○ 

      検討結果 

 計算結果から排気量と吸気量の通気口径を比較し、排気量の口径の方が大きいため空気弁の口径はφ○○○

mmとする。（計算根拠は添付資料 P○○に示す。） 

空気弁の構造は簡単であるが、浮球やパッキンゴムが破損しやすいので、修理の場合を考慮して空気弁の下

部にバルブを設置する。また、パイプラインの充水時に管内の多量の空気を急速に排除するため、本管と空気

弁の間にＴ字管を取付け、これに排気弁を設置し、手動によって排気が行えるようにする。 

 

 

(5)暫定通水時の有効性 

（例）   前述のように空気弁は充水時の排気量で決定しているため、有効である。 

(6)全体水管理計画との整合 

   記入例は[7.3.2 構造形式の決定(3) 全体水管理計画との整合]の項目を参照。 

 

7.4.3構造計算       記入例は[7.3.4構造計算]の項目を参照。 

(1)使用公式 

(2)材料強度 

(3)荷重計算（静荷重、活荷重、地震荷重、土圧） 

 

(4)安定計算（滑り、浮力、スラスト等） 

 

(5)基礎工 

 



Ⅱ－２３２ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

7.5 保護施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.5.1位置の選定 

(1)システム上の機能 

 

 

 

 

 

(2)管理上の位置 

 

 

 

 

 

(3)構造上の安定 

 

(4)用地確保の可否 

 

(5)土質条件 

 

＜一般事項＞ 

(1) 保護施設はパイプライン管理のための制水弁、マンホー

ル、排泥弁（排水弁）、水槽からの余水吐工、管理道路等

がある。これらはパイプラインシステムが有効に働くため

には必至のものである。設計者はこれらの意味を十分に把

握し全体計画と整合性を確かめ、当該設計範囲のなかでの

意義を記述する。 

(2) 水管理計画と表裏一体であるから地区の状況、土地改良区

の人員、経営状況、水の利用の実態等を調査のもとに検討

しその結果を述べるのが望ましい。 

(3) これからは地域にとって水は社会的共通資本として評価さ

れることになるであろう、そのような観点からの記述があ

れば望ましい。 

 

 

a)左記に記した各項目に対して総合検討を行い、十分にユー

ザーが有効に利用可能か、維持管理が容易か等について記述

する。 

b)流末処理工は減勢工が必要になることもあるので、その排水

路線、規模についても言及する。 

c)管理道路はここでは述べないので、必要な場合は別途技術書

を参照されたい。 
 
 
 
 
 
 

7.5保護施設 

             記入例は「排泥工」についてまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.5.1位置の選定 

(1)システム上の機能 

（例）   1)埋設直後の洗浄水の排水・排泥 

   2)維持管理上の排水・排泥 

   3)かんがい期終了時の管内水の排水・排泥 

   4)補修・点検時の管内水の排水・排泥 

 

(2)管理上の位置 

（例）   排泥工の設置位置は、上記排水・排泥作業を行うために路線内の凹部で、なおかつ河川・排水路等の排水先があ

る地点とする。本管路では下表に示す位置とする。 

表-○.○ 排泥工設置位置 

名称 測点 設置標高 EL(m) 排水先 排水先管理者 

○○排泥工 No.55+62.011 477.238 ○○排水路 ○○土地改良区 

(3)構造上の安定 

（例）   排泥工は○○排水路堤防の下に埋設し、維持管理が出来るように保護工に収納する。 

(4)用地確保の可否 

（例）   発注者および関係機関と協議の結果、用地は確保できる。 

(5)土質条件 

（例）   砂質土 

 

 



Ⅱ－２３３ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(6)施工、将来の維持管理 

 

 

(7)流末処理の容易さ 

 

 

 

 

 

(8)地域財産としての価値 

 

 

 

 

 

7.5.2構造形式の決定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (6)施工、将来の維持管理 

（例）   排水先の○○排水路に近接して施工するため、○○排水路の排水を妨げない様に配慮し施工する必要がある。 

  また、将来においても維持管理が出来るように排泥弁等を収納する保護工を設置する。 

(7)流末処理の容易さ 

（例）   排泥工の設置標高と排水路の計画水位との高さから自然流下による排水が出来ない。従って、排泥工の排水方式

を２槽方式にて対応する。 

表-○.○ 排泥工と排水路の水位条件 

名称 測点 設置標高 EL(m) 排水路計画水位 EL(m) 水位差 

○○排泥工 No.55+62.011 477.238 478.30 -1.06 

(8)地域財産としての価値 

（例）   排水先である○○排水路は明治時代より用排兼用水路として地域住民から親しまれてきた、しかし徐々に○○排

水路のパイプライン化に伴う用排分離が進み、また、流域の市街化・混住化によって水質の悪化が顕在化してきて

いる。本パイプラインから○○排水路に排水をすることで水質の改善が期待できる。今後ますます農村地域の社会

的価値が高まるなかで、パイプラインからの排水・排泥は親水空間を形成する重要な要素となる。 
 

7.5.2構造形式の決定 

（例）  1)排泥管の口径が大きく、１箇所当たりの排水量も大きくなるため、一次側の圧力に関係なく減圧対策（多段オリ

フィス方式）を行う。 

2)上流側調圧水槽水位からの圧力）が 1MPa以上の場合は、オリフィス板の上流側および下流側それぞれに仕切り

弁を設ける。上流側の仕切り弁は、止水を目的とし、下流側の仕切り弁は、排水量の調整を目的とする。 

3)静水圧が 1MPa未満の場合は、オリフィス板の上流側のみに止水を目的とした仕切り弁を設け、排水量の調整は

行わない。 

      排泥位置の(上流調圧水槽水位からの圧力)が1.23MPaであるので下図の形式とする。 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ オリフィス板の上下流側に仕切り弁を設ける場合(静水圧 1MPa以上)  （○○基準書 P○○） 

 



Ⅱ－２３４ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(1)パイプライン型 

 

(2)開水路型 

 

(3)減勢工 

 (1)パイプライン型 

   排泥弁以降はパイプラインとして計画した。その構造は次の○○図の通りである。 

(2)開水路型 

   次のような○○の検討から排泥弁以降は開水路として計画した。縦断、構造は○○に示す通りである。 

(3)減勢工兼用型 

 河川放流の前に流水のエネルギーを減勢するために、ここでは経済的に有利な減勢池を設けることとした。その

構造は○○図のとおりである。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(4)口径、配管形状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)全体計画との整合性 

 

(6)流入、流出工 

 

 

 

7.5.3構造計算 

(1)使用公式 

(2)材料強度 

(3)荷重計算（静荷重、活荷 

重、地震荷重、土圧） 

(4)安定計算（滑り、浮力、 

スラスト等） 

(5)基礎工 

 

 (4)口径、配管形状 

（例） (4.1)口径 

排泥管径は、管種がダクタイル鋳鉄管であることから JIS G 5527の排水Ｔ字管に準じるものとし、φ200mm

とする。                           (設計基準『パイプライン』P○○) 

(4.2)配管形状 

     一般的な排泥弁の設置例を下図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ 排泥弁の配置 

 本管路の場合、本管の縦断勾配が I=1/50と比較的大きく、流入土砂が排水Ｔ字管付近に多く堆積しやすい

と判断できるため、排泥弁の設置方法は上図の(a)に該当する。 

よって、排泥弁の設置方法は、本管に制水弁を設置せず、排泥管側のみ設置する方法を採用する。 

(5)全体計画との整合性 

   記入例は[7.1.3 構造形式の決定(5)全体計画との整合性]の項目を参照。 

(6)流入、流出工 

（例）   流末の○○排水路はコンクリートＬ型水路であるので、洗屈防止対策は行わない事とする。 

 

 

7.5.3構造計算        記入例は[7.3.4 構造計算]の項目を参照。 

(1)使用公式 

(2)材料強度 

(3)荷重計算（静荷重、活荷重、地震荷重、土圧） 

 

 

(4)安定計算（滑り、浮力、スラスト等） 

 

(5)基礎工 

 


